
モニタリング結果報告書

医薬品等の品質確保、安全対策を徹底する(施策中目標Ⅳ-1-8)

本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。     ~   ~
(施策小日標1)特定フィプリノゲン製剤及び特定血液凝固第X因子製剤によるC型肝炎感染被害者を救済す

亀象楔2彗IttR轟動基尉鷹嘉凛ξ!醇野ぞ蠣駆鵬場選
法律第2号)に基づき、給付金請求のための提訴され
野について検討すること

く施策小日標2)医薬品等の安全対策を推進すること
(施策小日標3)医薬品等の品質確保の徹底を図ること

塁雰蛋君千:冨子:柵栃 撃異雹璧53離剤によるC型肝炎感染被害者を救済するための給付
~

辱き蝙     {継呑塁嵯隻絆
と裁判において彗臭記虜ζえどτ董群製亀撲異言属嘉慶鵠尊躍賞l

Or薬書肝炎事件の検証及び再発防止のための医薬品行政のあり方検討委員会」の最終提言等に基づき、国
は、安全対策等の充実。強化を進めています。

名語翼糞薯雷鷲観 輩言こ翠潔M等 は、医薬品等の品質の確保の徹底を図るため、製るほか、立入検査、不良品の回収指導等を行い、不良
医薬品の製造及び流通の防止を国つています。

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。 .
(項)医薬品安全対策等推進費:医薬品の安全対策等の推進に必要な経費(一部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算 (a) 99,180 115,033 122.257 116,321 107,304

補正予算 (b) 2,046,200 0 950,000 0

繰越し等 (o) 0 0 0 0

合計 (a+b+c) 2,145,380 115,033 122,257 1,066,821 107,304
執行額 (千円、d) 2,151,886 94,409 94,630 1,047,075

執行率 (%、 d/(a+b+o)) 100% 82% 77% 98%

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分〈概要・記載箇所)

第160回国会における福田内閣総理大臣施政方針
演説 平成20年1月 18日

鋼 秘轟 轟鶴聟主
感

兵獨 嘲 馳議駿を実施してまいります。

指標1
医薬品等副作用情報収集件数

基準値 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
45,551 52,012 45,675 45,211 集計中 前年度以上

年度ごとの日標値 前年度以上 ■年度以上 前年度以上 前年壼以上 前年度以上

指標2
医療情報データベースの設置
病院数(今年度より実施)

基準値 実績値 目標値

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 25年度

10

年度ごとの目標値 1 6 3

0薬 害肝炎事件の検証及び再発防止のための医薬品行政のあり方検討委員会「最終提言J URL:

機構ホームページ(平成21年度業務報告)URL:

瑕 岬 翼ツ11/凛鱚 剛
"m‖
‖goipた面3●ku/iigyo_siwake/rv3.htm:

0指標1は、独立行政法人医薬品医療機器総合機構の調べによる(鯖求の取下げも含む。)。 なお、平成21年
度の数値は現在集計中であり、平成22年7月に確定値等を公表の予定。【参考】独立行政法人医薬品医療機器

標■こついては、

(注)政策小日槻3については、監視指導・麻菫対策菫 ■織卓
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医薬品の適正使用を推進する(施策中目様Ⅳ-1-9)

本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています.
(施策小日標1)薬局機能を強化し、医薬分業を推進するとともに医薬品の適正使用の普及啓発を推進すること
く施策小日標2)業剤師研修を充実すること

医薬品の適正使用を推進するべく、医薬分業の推進、薬局における医療事故の発生予防・再発防止、医療技
術の高度化・専門分化の進展に対応できる病院・薬局薬剤師の知機及び技能の養成、チーム医療、地域医療
に貢献する薬剤師の養成事業を実施しています。

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項)医薬品適正使用推進費 :医薬品の適正使用の推進に必要な経費(一部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算(a) 263.618 328,337 207,321 15Q321 58,814

補正予算 (b) 0 0 0

繰越し等 (o) 0 0 0 0 0

合計 (a+b+c) 263,018 328,837 207,321 150,321 58,814

執行額 (千円、d) 185,147 249,961 203,063 15Q321

執行率 (%、 d/● +b+c)) 70% 70% 98% 100%

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・記載箇所)

指標1
医薬分葉率(全国・地域別)
(前年度以上/毎年度)

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
558% 572■ 59.1% 60.7% 集計中 前年底以上

年度ごとの目標値 54.1% 55.0% 57.2% 591% 00.7%
I「E轟2

研修。講習会等受講者数の前
年度比〈各事業の前年度比の
平均)(100%以上/毎年度)

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
100% 158% 113■ 48% 741

年度ごとの日標値 166人 202A 296A 142人

医薬食品局  圏騨鸞題□醒理閣鵬誡総務課長 中垣 英明                    l
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安全な血液製剤を安定的に供給するく施策中目標Ⅳ-1-10)

本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。
(施策小日標1)健康な献血者の確保を図り、血液製剤の国内自給、使用適正化を推進し、安全性の向上を図
ること。

灘 癬顧盤ζ撫 鰤 鰹 脚 野 螂 蹴嚢奨渕諧 会査塁お嵩整Tまヽす。
O平成23年度の献血の推進に関する計画(平成23年厚生労働省告示第64号 )により、献血確保日標量の設
定、日標量確保のために必要な措置を策定しています。
O平成23年度の血液製剤の安定供給に関する計画(平成23年厚生労働省告示第63号)により、血液製剤の
需要・供給の見込み、原料血漿の確保目標量の設定、原料血漿の有効利用に関する重要事項を策定していま
す。

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項)血液製剤対策費:血液製剤対策に必要な経費(一部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算(a) 274,267 269,403 266,103 220,280 176,498

補正予算(b)

繰越し等 (o)

合計(a+b+c) 274.267 269,403 266,103 2201280 176,498

執行額(千円、d) 260,103 209,463 266,103 226.280

執行率(%、 d/(attb十 o)) 971 100% 100%

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分 (概要・記載箇所)

毎年度、献血により確保すべき
血液の日標量の90%以上
【単位:万リットル

年度ごとの目標値

(昭和31年法律第160号httpノ/1aw.e―pgo」 p/htnldata/S31/S31H0160 htm:
0血液製剤の安全性の向上及び安定供給の確保を図るための基本的な方針
(平成20年厚生労働省告示第326号 )賦ぃ//―.mh!w.goJp/nev■ infO/kobetu/レaku/kenk● tsugo/4b.htmi
O平成23年度の献血の推進に関する計画(平成23年厚生労働省告示第64号 )
0平成23年度の血液製剤の安定供給に関する計画について(平成23年厚生労働省告示第63号 )
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に
的
「

、予算の範囲内において

に要する費用の目に対して、平成21
険協会の財政危機に対応して,これらに対して1 ています。

0国民健康保険法 (昭和33年法律第192号)により、
・国は、市町村に対し、保険綸付、前期高齢者納付金及び後期高齢者支援金並びに介餞納付金の納付に要する費用
の額の3496を負担するとともに、国民健康保険の財政を田整するため、市町村に対して当腋合計額の全体の9%相
当の調整交付金を文付することとされています。
・目は、日保組合に対し、保険綸付、前期高齢者軸付金及び後期高齢者支援金並びに介饉納付金の納付に要する費
用の日の13～3296を補助するとともに、組合の財政力等を勘案して補助を増額することができます.

0宙齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法律第80号)により、
・日は、後期高齢者医療広城連合に対し、保険綸付に要する費用の額の約25%を負担するとともに、後期高齢者医療
の財政を調整するため、後期高齢者医療広城連合に対して当該合計額の全体の8%相当の調整交付金を交付するこ
ととされています。

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項 )医療保険綸付諸費 :

1里驚』島諄息曇:尋撃薔[lil[督等に必要な経費C部)

当初予算(a)

補正予算 (b)

執行額(千円、d)

行率 (%、 d/(a+b+0)

指標1
各医療保険創度における決算で
の総収支差が赤字である保険■
欧の31合

基準値 実績饉 目標饉

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

健康保険組合(経常収支) 326■ 448% 804% 集計中 前年度以下

市町村曰保 523■ 711% 454% 531% 集計中 前年度以下

口保組合 430% 527% 182% 3811 集計中 前年度以下

後期宙齢者医療広壌連合 "
149%

集計中
財政菫営期間
(22・ 23年度)の
構収支■が黒幸0%

年度ごとの 目標置
(後期高齢者医療広城連合を除

く)
前年度以下 前年度以下 前年度以下 前年度以下 前年度以下

年度ごとの目標値
(後期高齢者医療広城連合)

財政運営期間 (20・ 21年
度)の総収支差力t黒宇

財政運営期 |

度)の総収J
闘(22・ 23年
:差が黒宇

信標2
各医療保険制度の経常収支
【単位:億円】

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

健康保険組合 000 A3,189 A5,235 集計中 収支の均衝を保つ

市町村口保 1308 422 集計中 ●■の均

“

を保つ

国保組合 A50 集計中 収支●詢■を●つ

後期高齢者医療広城連合
3,007

集計中
●u曽 期日
(22・ 23年魔)aし
て的書を4●3,724

全国健康保険協会 1,177 Al,390 A2.290 ▲4β93 集計中 収支の均●t4●

年度ごとの目標値
(後期高齢者医壼広城連合を除

でヽ
颯彙0●●●●つ 颯支0… ●文●II"●● 颯●●●●●保つ ¨ ― 保つ

年度ごとの目標伍
(後期高齢者医療広城連合)

財政運営期日(20・ 21年
度)を通して均衡を保つ

財政運営期i
産)を通してJ

闘(22・ 23年
旬衡を保つ



・市町村口輩置環職審程t=顎酬 翌選∬雲麟朝この数値については、平成24年2月頃に
速報値、幣‖24年5月頃に確定値を公表予定です。
【参考】厚生労働省ホームページ

年劇鼎国語棚 甜離轟雲鼎螢韓報
による。平成22年度の数値については、平成24

,ある。
【参考】厚生労働省ホームページ

・蟷 翻空tT伊
山よ。νdatabsy劇

“
/kω動∞おhハ四h側

① 平成19年度以前は、旧欧管健保の数値であり
② 平成20年度は、年度前半の旧政管時代を合わせた年度全体の収支であり
③ 平成22年度の数値は、現在集計中です。
・ 関連事業の行政事業レビューシートuRL:¨ mhhg・jP/sdsaku4iw● _Simke/rv3htm:(左記の243

目■目腱ヨ罰聞圏日■■目  保険局総務課  目殿闘剛圏圏□目□ 総務瞑長 武田 俊産 目■□麟田W懸饉目■圃  平成23年 7月 4日  |
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生活習慣病対策等により中長期的な医療費の適正化を図る

本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。
(施策小日標1)医療保険者における特定健診・特定保健指導を実施すること

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、生活習慣病予防の観点から内臓鮨肪型肥満に着目した特定健康
診査・特定保健指導の実施を医療保険者に義務付け、中長期的な観点から医療費の適正化を推進しています。

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項)医療費適正化推進費:特定健診・保健指導に必要な経費(全部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算(a) 52,661,738 44,833,466 29,304・ 848 24,497,886

補正予算(b) -15,240.085 -24,859,539 -6,810,515

繰越し等くo) 0 0

合計 (attb+o) 37.415,653 19,973,927 22.494,333 24,497.886

執行額 (千円、d) 15,124,210 18,931ρ 58 21,864,377

執行率 (%、 dバa+b+c)) 40.4% 948■ 972%

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・記載箇所)

リックシンドローム(内臓
肪症候群)の該当者・予備群

年度ごとの目標値

織 盤催出般辞雀雌翻 聖詰期i珊賀樫肺l

URL:httpノ/― mhiw.g●」p/buny● /shakaihosho/iryouseido01/d1/inf002■ 1,df

・全国医療費適正化計画の進捗状況に関する評価(中間評価)において、特定健康診査・特定保健指導の取組に
ついて評価を行つている。
URL:陥ゅ//― .mhLg● Jp/bunya/shakaihosho/iryouseido01/pdf/shinchoku_kelkaku pdf

開躙口腱璽里闘屁醸□□国 彙L●●●●腱"m"朧 “
口醸綴醒□田□日□   城 克文 室長            平成23年 7月 4口 :
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適正な移植医療を推進する(施策中目標Ⅳ-3-1)

竜獅籠轟品発8』難1目標を柱F実施して
います。

① 臓器移植対策について

1躙噸鵬 用｀

籠をし発勇誇十宇社、器類酵穏鍛 畢墨詩霧署指磐繹奇普男馬厨協葬調質智電夢巳り]箋認臭

轟搬騨 鯉際13講損犠盤 氏瞥財
=碍
為脱常鮮す
の

群 生躍酬 翻
1[lE級懸 腱甜 樫孫P

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求観

予算の
状況
(千円)

当初予算(a) 1,729,000 1,740,000 1,675,000 1,979,000 1,891,000 調整中
補正予算 (b) 0 0 ‐ ,945

繰越し等くo) 0 0

合計(o+b+o) 1,729,000 1,7恥、000 1,675,000 1,954,055 1,891,000

執行額く千円、め 1,729,000 1,7371000 1,669,000 1,933.000 ン

執行率 (%、 d/18+b+c)) 1000 99.8 99.6 98.9

施政方針演税等の名称 年月日 関係部分(概要・記載箇所)

指標 1
腱書提供意思表示システム豊彙者数

基準値 実績値 目標値
21年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

14,005 21.426 23,907 40,303 40.803

年度ごとの目標値 14.005 21,420

指標2
骨腱′レクドナー量螢者数

基準値 実績値 目欄値
21年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
357β 78 270,84フ 300,397 335ρ52 357.378 380,457 380■ 57

年度ごとの目標値 242,858 270,347 300,07 335p52 357,378

こ関する法偉(平成9年法律第104・8・》詢ジ/― ounimhミ゙ jp/●ai―
1&EFSN0420日 日」日=日RST&POS可&H「SU=13

・ 非血構者間骨腱移植の実施に日する指針(平成22年健発0907第9号)

(〈社)日本臓尋移植ネットワーク)

骨髄移植ドナー登録者数及び非血縁者間骨髄移植実施数((財)骨髄移植推進財団)
lpノ/wwwJm■o囀p/“山/

0厚生科学審議会疾病対策分科全臓爆移植委員会
/w"旺mhミ゙ Jp/StF/shhノ2r985200000032qllh‖ shhgi34

-47-



モニタリング結果報告書

原子爆弾被爆者等を援護することく施策中目標Ⅳ-3-3)

本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。
(施策小日標1)被爆者の健康の保持・増進を図ること

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律 (平成6年法律第117号 )
原子爆弾の放射能による健康不安を抱える被爆者健康手帳所持者及び健康診断受診者証所持者 (第 1種 )に
対し年間、定期2回、希望2回 (うち1回をがん検診とすることができる)の健康診断を行う。

脇競織翻馴講露響需t管諄編鴇鏑路騒け慶脳
麟る。

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
〈項)原爆被爆者等援護対策費:原爆被爆者の援饉対策事業に必要な経費(全部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算 (a) 3,000,026 2,920,756 2,901,607 2,841,679 2,703,734 調整中

補正予算 (b) 0 ロ 0 0

繰越し等 (c) 0 0 0

合計 (a+b+c) 3,006,026 2,926,756 2,901,607 2,841,679 2,793,734 調整中

執行額(千円、d) 2,934,168 2,923,595 2,880,500 2,664,868

執行率〈%、 d/G+b+め ) 97.61% 9989% 9927% 93.78%

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・記載箇所)

指標 1
被爆者健康診断受診率

年度ごとの目標値

/wwwhoけoi.mhlw Eojp/●gib:n/tdo● ●arrl● .o」?MODE晰 ourei3DMOD目ONTENTS&SMODttORMALaKEYWORD

・
い 、mhlW g・ Jp/60iSaku力 igyヽs静ake/dl rv3/185o,df
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モニタリング結果報告書

感染症の発生。まん延を防止する(施策中目標Ⅳ-3-4)

職詭翻糠雀晃礎E罰詰覇酵Bし島昌康
す。

(施策小日標2)予防接種の接種率(麻しん。風しん)
(施策小日標3)結核患者罹患率の推移
(施策小日親4)肝疾患診療連携拠点病院の設置都道府県数

輩調趣幌鍵:耗雄螂 テ
生を予防

i・医療のために各種措置を取ることができる、

0予防接種法(昭和23年法令第68号)により、   
｀

轟薗鯰蠅勒醐]騨TT
本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
〈組織)厚生労働省本省
(項 )・………感染症対策費

(組織)検疲所

:感染症予防事業等に必要な経費(一部)

態繁提雰真理翼尋屁轟屁書搬 部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算 (a) 27,0741928 25,000,031 ■0,,A,An 26,899,370 調整中

補正予算 (b) 37,865,241 20,719,696 108,530,131 0

繰越し等(c) 0 45,59■368 23,553,514 7,135

合計 (attb+o) 64,940,169 91,914,005 102,315,908 26,900,505 調整中

執行額(千円、d) 32,922,076 57,004,664 139,015,315

執行率(%、 dバa+b+o)) 50.7鴨 62.0% 85.0%

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要。記載箇所)

指標1
感染症指定医療機関充足率

基準値 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 231F

827% 84.21 86.8% 00.4% 集計中 おおt出
"0096

年度ごとの目標値 おおむね1∞ || おおむお10006 おおむねlCЮ% おおい 0011 おおむね10096
TE薇2

予防接種の接種率
く麻しん。風しん)

ん

ん

じ

し

麻

風

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 23年

87.0嘔 945% 86.9% 80.0% 集計中 おおむね06%
89.31 94.0% 86.9% 87.0% 集計中

年度ごとの目標値 おおむね0696 おおむね0596 おおむね90% おおむね96%

指標3
結核患者罹患率の推移

基準値 実績値 目標値
10年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 234F

2QG 19 集計中
人口lo万人対
比15人以下

年度ごとの目標値 10 15

指標4
肝疾患診繊連携拠点病院の設
置都道府県数

基準値 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 23年度

34 45 46 “
” 47●道府県

年度ごとの目標位 =4 l― 47 47 47 47 47



の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律URL:http〃 iaw.e―gov.pjp/c」―
bin/idxselect.ogi●lDX_OP■1吐NAME48a%b4%90Xf5918「Ic7182%oc%97%5o190%68&H_NAME_YOM:=%82%aO&H_N

=GENGO=H&H NO二
YEAR 3H_NO_TYPE受 &H_NOJO=&比同LE_NAM卜H10H0114&H_RYAKじ呵&H_GTCFl&比 Y

予防機種法 URL:http/4ate― g●Ⅵpjp/c計
bin/idxselectcgi● lDX_OP卜 1&H NAM卜%97%5o%90%68%90%da%8o%od&H_NAME_YOMI=%82%aO&H_NO=GEN00=H
:YEA卜&H_NO:WPE受 &H_NO_N… LE_NAME―S23H006銀LH_RYAK卜 1&H CT← 1&HざOMLGUN=1&

(注)肝炎対策関連についでは、健康局疾病対策課肝炎対策推進室長 神ノ田昌博
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モニタリング結果報告書

希少疾病ワクチン・抗毒素の国家備
中目様Ⅳ-3-5)

薗増鰐問羅輯Ⅲ滉と

義淵:零畦『r撤
督裟事響乱継嶽機闇:麓鴛責未零量録

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項)重要医薬品供給確保対策費:重要医薬品の供給確保に必要な経費(一部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算 (a) 44,007 47,351 58,748 58,843 58,843

補正予算 (b)

繰越し等 (c)

合計(a+b+。 ) 44,067 47,351 58,748 58,843 58,343

執行額(千円、d) 42,058 44,705 57,744 58,275

執行率(%、 d/(a+b+o)) 954" 94.4% 99.0嘔

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・記載箇所)

指標1
希少疾病ワクチン・抗毒素の都
道府県からの申請に基づく需要
量に占める供給量の割合 (単

位:%)
rl onc4回 トノ生 生 由ヽ

基準値 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

100% 100% 1鰯 1 00% 10研 lCK)治

年度ごとの日標値 100% 100% 10銘 1鰯 1∞%
僣薇 2

インフルエンザワクチンの需要
量に占める供給可能量の割合

(単位:%)

基準値 実績値        ~~ 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
134.1% 113.畔 110.0% 118.7% 100.0%

年度ごとの目標値 1001 100% 10研 1001
L口薇1'考研計】

希少疾病ワクチン・抗毒素等の
購入計画に占める実際の購入
量の割合 (96)

実績値     ~~
17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
1酬 1剛 1001 100% 10" 10D%

【指標2,考統計】
インフルエンザワクテン需要検
討会開催(年 1回/毎年度)

実績値

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
1 1 1 1 1

あつたことから、通常のインフルエンザワクテンの供給は前年度実績の約8日程度となる見込みであり、当初か

講糊朧動主蹴翻躍誦脇 r者誤喜基」副電冠窓かった。
インフルエンザワクチン需要検討会会議資料
URL: http://www mh!‖ gO.i。/shingi/otherttml#市aku
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モニタリング結果報告書

地域で安心して健康に長寿を迎えられる社会を実現する(施策中日標Ⅳ-3-6)

本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。
(施策小日標1)地域保健従事者の人材確保及び資質の向上を図ること

。以下同じ。)は、当歓市町村が行う地j●保健対策が円滑に典施せ るように、必要な施設の整備、人材の確保及び

ない。

嘔道府県が行う地城保健対策が円r■に実施できるように、あ要な施設の整備、人村の確保及び資質の向上、日壼及び研究
市町村に対し、前項の責務が十分に果たされるように、その求めに応し、わ晏な技術的接助を与えることに勢めなけれはなら

3日は、地域保健に関する情報の収集、整理及び活用並びに出壺及び研究菫びに地域保健対策に優る人材の姜威及び資買の向上に努めるとと
もに、市町村及び椰道府県に対し、前2項の貴務が十分に果たされるようにあ晏な技術的及び財政的援助を与えることに勢めなければならない。
O地壌保健法施行令(昭和23年政令77号 )
第5彙 保健耐ヨま、E師、歯科医師、藁珈師、獣医師、保健師、助産師、

凛器 轟 謬 聖 搬 躙 堺 罐 蜃 務 類 認 識 麟生士、銃計技術者その他保健所の業務を行うために必晏な者のうち、当]
と目める職員を置くものとする。

2都道府県は

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円 )

当初予算(a) 1,137 1,139 1,139 1,127 1,127 調整中

補正予算(b) 0 0 0 0

繰越し等(c) 0 0 0 0 0

合計 (a+b+c) 1,137 1,139 1,139 1,127 1,127 調整中

執行額 (千円、d) 1,137 1,139 1,139 1,127

執行率 (%、 d/(a+b+c)) 100 100 100 100

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・記載箇所)

指標1
市町村保健師数

基準値 実績値 日裸値

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
20,839 20,082 20,087 20,462 20,707 集計中 対前年度以上

年度ごとの目標値 対前年度以上 対前年度以上 対前年度以上 対前年嵐以上 対前年度以上

【多考】指標2
保健師未設置又は一人配置市町村致

実績値

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
47 51 45 40 29 集計中

【参考】指標3
保健師等における専門職の人

数

実績値

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
57,170 54,315 54,748 54,002 54476 集計中

http://― oureLmh臨 goJp/hourei/htm1/hOurei/searchl.htm:
関連事業の行政事業レビューシート uRL:httpプ /― hOureimhiw g● Jp/houreント面ソhou"ノ searchl.htm!
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モニタリング結果報告書   ・

健康づくりを推進する(施策中目標 Ⅳ-3-7)

不亜策は、次の亜策小目標を柱に実施しています。               ~

朧求目標3健騒り導棗:,1:選差計IE薔3退議言墓5巧:望と
(施策小日標3)健康づくり対策(たばこ)を推進すること
(施策小日標4)がん医療を中心としつつ、がん対策を総合的かつ計画的に推進すること

0「21世紀における国民健康づくり運動(健康日本21)の推進について」(平成12年3月 31日付け厚生省発健医

蔵尋紺 1薔姦耳爵ぎツ思饗宅Б鰍 8環辱
等を実現するために、2010年度を目途とした具体的な目
:を始めとして、国民が一体となもた健康づくり運動を総合

的かつ効果的に推進し、国民各層の自由な意思決定に基づく健康づくりに関する意識の向上及び取組を促して
います。

O健康増進法(平成14年法律第103号 )により、

:駆湖 雷 雲 霧 期 紳 騨 嶽 高 騰 摺 廊 麟 駐 ま ::写蹴 黎 ξ:キ認 懇 愉 漏
を定める。
とされています。

Oがんによる死亡者の減少を図るため、がん対策基本法 (平成18年法律第98号)及び同法に基づく「がん対策推
進基本計画」(平成19年6月 15日閣議決定)等により、がん対策を総合的かつ計画的に推進しています。

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項)健康増進対策費 :健康増進対策に必要な経費(一部 )

健康増進に必要な経費 (一部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の状
況 (千円)

当初予算(a) 1,897.480 3.240,003 5,044,730 3,509,803 3,578,690

補正予算(b) 0 0 0 0 0

繰越し等(c) 0 0 0 0

合計 (a+b+c) 1,397.480 3,240,803 5,644,730 3.509,803

執行額 (千円、d) 1,545,646 2,654367 3,93Q709 3,501,918

執行率 (%、 d/(a+b十 o)) 81.46 81.90 6964 99.78

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・記載箇所)

靱 羞客κ轟鍋響鷲
減少率(40～ 74歳 )【 20年度比】

基準値 実績値 目標値
・ 20年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 24年

18.1 193
平屁20年

(181)よ り
109`

年度ごとの日標値

指標2
メタポリックシンドローム(内蔵
脂肪症候群)の予備群割合の
減少率(40～ 74歳 )【 20年度比】

基準値 実績値 目標値
20年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 244F

14.9 149 14.2
平属20年
(149)よ り
1096

年度ごとの目標値

目標値
指標3

相尿病有病者数

基準値 実績値

19年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 241F

800 800 1000万人以下

年度ごとの日標値

指標4
がんの年齢調整死亡率(75歳
未満)の減少

基準値 実績値 目標値

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 27年度

92.4 000 80.5 87.2 044
平成17年
(924)より
2096減少

年度ごとの目標値



OP子■&H NAME■ 8c192■8d%4o%91lnd%9研 69%90‖0&叩AMEYOM卜%82ha081H NO GE
NG∝H&叩0:YEARヨ野tNO:lγPE=28H_NO_NO報 H_日LE_NAM卜H14H0103&H_RYAKU=181H_OTG=latYOML
GUN=18H_CTG GUN=1

日本21 URL: http■■ぃ 、kenkounゎ pon21.『」p/
「健康日本21」中間評価報告書 UttL:                      ・
httpコ
=―
.kenkounippon21.『もp/kenkounippon21/ugoki/kau/pdf/0704hyOuka_tyukan.pdf

指標4:厚生労働省の人口動態統計に基づき、がん対策情報センターにおいて算出したもの。平成22年度の数
字は現在集計中であり、平成23年9月頃に公表予定。
【参考】目立がんセンターがん対策情報センターHPhttp■■s、nco・gOjpttp/ds/index.h姉 :

(注)がん関連については、健康局総務課がん対策推進室長 鈴木健彦
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健康危機が発生した際に迅速かつ適切に対応するための体制を整備すること(施策中目標 Ⅳ-3-8)
本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。     ~
(施策小日標1)健康危機管理体制を整備すること
(施策小日標2)地域における健康危機管理体制の整備を図ること

0目的
公衆衛生上の緊急事態やテロリズム等国民の生命、健康の安全を脅かす事態に対して迅速かつ適切に対処す
ることを目的としています。
O根拠法令等

II言君磐雷婁様[僧言言ま鼈 J墨雲塾蒜薯響卓蠣鼎 ~
本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項)健康危機管理推進費:健康危機管理の推進に必要な経費(全部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
〈千円)

当初予算〈a) 70,108 581201 58,087 47,711 45,595

補正予算(b) 0 0 0 0

繰越し等(c) 0 0 0 0

合計 (a+b+c) 76,108 58,201 58,087 47,711 45,595

執行額 (千円、d) 64,525 55,445 50,995 39,353

執行率 (%、 dズa+b+c)) 85% 95% 80% 84%

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・IE載箇所)

特になし。

指標1:健康危機管理調整会議
の定期開催件数 (月 2回/毎年

度)

基準位 実績値 日標値
17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

24 24 24 23 24

年度ごとの日線値 24

指標2:健康危機管理保健所長
等研修会議 (前年度以上/各

年度)

基準値 実績位 目標値
17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

87 34 37 89 前年度以上
年度ごとの目橿使 前年度以上

・厚生労働省健康危機管理基本方針  ~
・厚生労働省健康危機管理調整会議に係る11令
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食品等の安全性を確保する(施策中目標Ⅳ-4-1)

本施策は、次の施策小目標を柱に実施しています。
(施策小日標1)食品衛生管理の高度化等、輸入食品等の監視指導により、食品等の安全性を確保すること
(施策小日標2)食品等に関する規格基準の設定を推進すること
(施策小日標3)健康食品の安全対策を推進すること
(施策小日標4)リスクコミュニケーション事業運営計画の策定及び実施を通じて、食品安全に関する施策の情
報を提供するとともに国民からの意見を聴取すること

本施策は、食品の安全性の確保のために公衆衛生の見地から必要な規制その他の措置を講ずることにより、
飲食に起因する衛生上の危害発生を防止し、もって国民の健康の保護等を図ることを目的としています。
平成15年における食品安全基本法の成立や食品衛生法等の改正により、リスク分析手法が導入され、食品
の健康に及ぼす影響を評価するリスク評価機関として内閣府食品安全委員会が設置された。厚生労働省はリ
スク管理機関として、食品等の規格基準の策定や、それに基づく監視指導の業務などを行つており、関係省庁
や地方自治体とも連携しつつ、国民の協力を得ながら、食品の安全の推進を図つているところです。
なお、国内に流通する食品の監視指導及び国内の事業者に対する指導は都道府県等が実施します。一方、
国は、輸入時における監視及び輸入者に対する指導を実施する等、輸入食品の安全性を確保する役割を担つ
ています。

予算書との関係
・関連税制

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。

1暑;轟曼菫富寝璧堡霧羹経費

施策の予算額・執行額等

※「執行額」欄には、独法の運
営費交付金は含まない。

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の

状況
(千円 )

当初予算 (a) 11,085,137 4,474,061 4,636,753 4,198,335 3,427,265

補正予算 (b) -7,742 762,023 0 -31,012 0

繰越し等 (o) 0 0 0 -44,256 0

合計 (a+b+c) 11,077,395 5,236,004 4,636,753 4,123,067 3,427,265

執行額 (千円、d) 11,077,395 5,102,606 3,983,402 3,810,743

執行率 (%、 d/(a+b+o)) 100% 97% 86% 92%

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分 (概要・記載箇所)

指標 1
大規模食中毒の発生件数

年度ごとの目標値

指標2
許可を要する食品関係営業施
設の禁停止命令を受けた施設

数

年度ごとの目標値

指標3
輸入食品のモニタリング検査達

成率

年度ごとの目標値

キ旨囀R4
輸入食品の規格基準等の違反

件数

年度ごとの日様値
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指標5
ポジシ プリスト制度の導入に
伴い新たに残留基準を設定し
た農薬等のうち、基準の見直し
を行つた農薬等の数

基準値 実績値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

29 16 21 54 前年度
以上

4年度ごとの目標値 前年度以_ 前年度以」前年度以」前年度以」前年度以上

指標6
健康食品等に関する健康被害

報告数

基準値 実績値 目標位

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

30 22

22(1ロコミ
5年の報
告数の
平均)以

年度ごとの目標値 762以下 43.6以下 302以下 266"ス T

指標7
食品の安全性に関する基礎的
な知識を持つている国民の割合

基準値 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
664 57.6 49.7 55.6 37.4 60

年度ごとの目標値 60

【参考】指標8
食品の安全に関する意見交換
会の参加者数

実績値
18 19J 21J

16 2434

URL: http://―houreLmhlw
0食中毒統計〈指標1関係)URL:httpノノ

…
_mhl‖gojp/tO口 cS/Syokuchuハndex htm:

0衛生行政報告例(政府統計の窓口)(指標2関係)URL:httpノ /躙岬●―
statgo」 p/SG1/estat/GL08020101 dO?=tlGL08020101&tstatCode=00Ю ЮЮ1031469&requestSendOr=dsearch
∝ 入食品監視統計GttИ帥

講 二緞 ィ鶴 躙

g賞
・̈

“

畔u刻ゎれ 山Ⅲ J
O輸入食品監視指導計画に基づく1

"/・
い ‐mh!‖gojp/topics/yunyu/kekka/dl/h21b pdf
いわゆる健康食品」による健康被害事例 URL:httpブ /ww mh鳳 g●Jp/‖ nkyu/dbИ ire/03053← l html
食青白書」中のアンケート調査「食品安全確保総合調査」(食品安全委員会)(指標7関係)URL:
/-8.cao.gojp/syokuiku/data/whitepaper/2011/pdf honbun.htm:

卜業の行政事業レビューシート
食品の監視体制強化等事業 URL:呻ノ/―w mh皿 goJp/30に akuttigyo_siwake/dl rv3/325o.pdf
対策など食肉の安全確保対策推進事業 URL:

8壼期
『
鑑熟製鵠 蝠 鰐拙鑽

li肥i…iWakettl_rv3/327apJ

http:ノ′
…
_mhl‖ g●」p/Se:sakuる iⅣo´

“

ake/dl_rv3/328a.pdF

O食品汚染物質の安全性検証推進事業 URL:httpノ/mttm‖w.goJp/sdSakuんむ。siwake/dl_rv3/329a pdf
O健康食品の安全性の確保推進事業 URL:http〃― .mhLgoJp/s● Lakuttigyo siwake/dl rv3/330a.pdf
O食品安全に関するリスクコミュニケーション事業 URL:
/― .mhi‖goJp/Seisaku/iigyo_sWake/di rv3/331a.pdF

1関連について
小日標2関連については、 森口裕
施策小日標3関連については、基準審査課新開発食品保健
対策室長 温泉川肇彦

-57-



。 モニタリング結果報告書

安全で質が高く災害に強い水道を確保する(政策中目標Ⅳ-4-2)

鵬 糟翻 峯お是督纂雲籠躍計
(施策小日標2)安心・快適な給水を確保すること
(施策小日相3)安定給水対策・災害対策等の充実を図ること

水道は国民の生活に不可欠であり、安全な水を安定して供給することが必要です。
水道法(昭和32年法律第177■ )及び水道ビジョン(厚生労働省健康局平成16年6月策定(平成20年 7月改定))に基
づき、安全で質が高く災書に強い水道を確保することに努めています。

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(■)厚生労働本省共通費(一部)、 (項)水道安全対策費(全部)、 く項)水道施設整備費〈全部)、 (項 )国際機関活
動推進費 (―部)、 (項)水道施設整備事業調査諸費(全部)、 く項)水道施設災害復旧事業費(全部)

区分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算 (3) 77,175,491 71,008,736 60.661,210 47.100,603 28,4颯,079 調整中

補正予算(b) 0 8,448,488 5,6∞ ,712 1,838,000 16.00Q∞ 0

繰越し等 (o) △ 5,90,205 △ 8,018,125 5,303,221 0,360●5 23,255,890

合計(a+b+o) 71,270,286 73,499,099 77,565,149 5■305,118 07,70Q969
執行額 (千円、d) 71,046,842 60,60Q348 63,942,004 53,502,549

執行率 (%、 dバ●+b+0) 99.7% 93.41 824%

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・記載箇所)

指標1
地 域 水 道 ビジョン策 定 状 況
(■摩局永遠ロロベ.全目の上水道事拿奢傲
に3t●亀墟水道ピカ ン策定蹴み上水菫事
■■餞の■合(“20年慶分より実鮨のため、そ

れ以前の磁■は不明))

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
25年度
)毎年度

①3"
餌
①3■
②12跳

(D46%
②12弔

010眺
②前年度以
上

年度ごとの日標値

指標2
水質基準適合率

(『水遭崚計」(社口法人日本水道協会)の彙
ttもとに■計)

基準位 実績値 日棟値

18年度 10年度 20年度 21年度 22年度 毎年度

99,96% 99.97■ 99.97% 集計中 100■

年度ごとの目標値 10佛 10" 100“ 100■ 100X

指標3
耐震化計画策定率

(■凛局水naによる「水菫事拿の遭営状況
に口する日査J(平成

"年
3月案■)において、

四 耐凛棚鍵
分より実施のため、それ以前の麟饉は不明))

基準値 実績位 日標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 ①
H25年度
②毎年度

鍬ｏ
以剛戦
上
①帥

イ

関連法令 りRL:hぃノ′螂 .mhlw.goJp/t● 口CS/bukyoku/kenkou/su‖o/houro/suidouhou/hdex.hml

蹴 編整講崩喜長尋万
シ~卜 URL臓 口/力叫 m‖‖劇 p/Sd“kИ

"ヽ
Jwaketta訛耐

耀李翼鵠編鵬紺
:Ⅳ
鰐蝠 出脚用」11驚:“誂脇常潮

砒調

健康局   朧欄輌鋼田醐膨園麟』水道課長 石飛博之 朧駆臨固薔慣競□躙醐  平成23年6月 23日  |
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国民生活を取り巻く化学物質による人の健康被害を防止する(政策中目標Ⅳ-4-4)

〈施策小日標1)毒物・劇物の適正な管I
(施策小日標2)化学物質の毒性につい
(施策小日標3)家庭用

生活環境で使用されている化学物質について、
①急性毒性による健康被害が発生するおそれが高いものを規制。(毒物及び劇物取締法)
②人の健康を損なうおそれ又は動植物の生忠若しくは生青に支障を及ぼすおそれがある化学物質による環境
の汚染防止。(化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律):手物■の番食及ひ製遁寺の規制に関する法律)

有する家鷹用品について必要な規制を実施。(有害物質を含有する家庭用品の規制に関する
法律)
にょり、化学物質による人の健康被害を防止することを目様としている3

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項)化学物質安全対策費

当初予算(a)

合計(a+b+o)

執行額 (千円、d)

執行率 (%、 d/Kattb十 o))

関係部分(概要。記載箇所)

毒物及び劇物取締法違反の改
善確認率

基準値 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
49.10囃 65.80“ 78.80% 78.30% 72.90% 前年度

年度ごとの目標値 n年度以J胸年度以J前年度以■町年度以」■年度以」

化学物質(96物■)の安全性
点検の実施
※22年度限りの事業

基準値 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 22年度までに

40 52 78 86 06物質
年度ごとの目標値

家庭用品試買等試験検査にお
ける遭反率

轟準値 実績値 目標値
18年度 10年度 20年度 21年度 22年度 23年度
Q29 043 Q40 0.52 集計中 1.麟以下

年度ごとの目標値 1.“以下 1.研以下 1.0%以下 1.研以下 1.喘以下

露言苫曽壺言言彗属踊il要う1膚I:魃lギ
li』llィ‖躍出1開

`i語

::翌;irJSp

/―.nih3.30jp/mh:w/chemi● ●1/katoiんichital.htm:
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モニタリング結果報告書

生活衛生の向上・推進を図る(施策中目標Ⅳ-4-5)

本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。
(施策小日標1)生活衛生関係営業における衛生水準の確保及び振興を回ること
(施策小日標2)建築物衛生の改善及び向上等を図ること

O国民の日常生活に極めて深い関係のある生活衛生関係営業について、衛生水準の確保及び振興を図ること
により、公衆衛生の向上及び増進に資し、国民生活の安定に寄与する。
(生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律(昭和32年法律第164・5))
0多数の者が使用・利用する建築物の衛生環境の改善及び向上を図ることにより、公衆衛生の向上及び増進
に資し、国民生活の安定に寄与する。
(建築物における情生的環境の確保に関する法律(昭和45年法律第20号))

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項)生活衛生対策費

く間違税制>
・生活衛生同業組合等が設置する共同利用施設に係る特別償却

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算(a) 1,790,561 2,055,645 2,104,566 2.289,064 調整中

補正予算 (b) 100,634 90■145 223,000

繰越し等 (c) 0 0

合計(a+b+o) 11905,195 2,959,700 2,387,566 2,209,004

執行額 (千円、d) 1,722,838 2,751,409 2,356,148

執行率 (%、 d/Ca+b十 o)) 90.4 93.0 98.7

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・記載箇所)

指標1
振興計画の業種別認定率

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

別紙参照 別紙参照 別紙参照 別紙参照 別紙参照 前年度以上

年度ごとの目標値 前年度以上

指標2
日本政策金融公庫貸付件数

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
16,020 14,075 14,558 12,501 12,001 前年度以上

年度ごとの目標値

指標3
クリーニング師研修受講率

基準値 実績値 目標値

第3クール
(7～ 9年度)

軍4クール
(10～ 12年
lL)

耳5クール
(13～ 15年
庁 )
「

6クール
(10～ 18年
塑E)

椰7クール
(10～ 21年
産)

覇8クール
(22～24年
lE)

450 40.5 34.7 31.2 32.0
購7ク…ルに
比し倍増

年度ごとの目標値

指標4
建築物環境衛生管理基準への

不適合率

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

別紙参照 別紙参照 別紙参照 別紙参照 集計中 前年度以下

年度ごとの日標値 前年度以下

8森壽雲義曽榮議套塁琶慕窪菫
正化及び振興:F関する法律

0クリーニング業法
O建築物における衛生的環境の確保に関する法律

間違事業の行政刷新会議事業仕分け施策・事業シート
URL:http://nm耐■oao=o」p/Sasshin/data/shiwake/hando″ B-42.pdf
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保険の適切な運営等を通じて、介護を必要とする

不麗策:よ、次の麗策小目標を柱に実施しています。
(施策小日標1)介護保険制度の適切な運営を図るとともに、医療・介護一体改革の一定の道筋をつけること
〈施策小日標2)必要な介護サービスの量及び質を確保すること
(施策小日標3) 支援対策を推進すること
不亜策:よ、加齢に伴つて生する心身の変化に起因する疾病等により要

1等の介護、機能ヨ1練並びに看饉及び療養上の管理その他の医療を要す′
保持し、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療サービス及び福祉
サービスに係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制度を設け、その行う保険給付等
に関して必要な事項を定め、もって国民の保健医療の向上及び福祉の増進を図ることを目的としています(平
成12年 4月に介護保険法施行)。
今後、高齢化が一層進展するとともに、一人暮らしの高齢者の増加や要介護度の重度化力t進む中で、高齢者
が住み慣れた地域で自立して生活できるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ日なく有機
的かつ一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築を進めることが必要であることから、介護保険法を

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項)高齢者日常生活支援等推進費:高齢者の介護予防・健康づくり等に必要な経費(一部)
(項)介護保険制度運営推進費:介護保険制度の適切な運営等に必要な経費〈一部)

当初予算(a) 103.817.518

補正予算(b)

合計(a+b+c)

執行額(千円、d)

執行率 (%、 d/(a+b+c))

関係部分(概要・記載簡所)

①瞑介護認定に係る一次判定
から二次判定における軽量度
変更率の地域差

基準値 実績値 目標値

前年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
18.90% 20.40% 1920“ 14.9研 16.3鋸 前年■にl14.鮨

"“

Jヽ

年度ごとの目標値 イ -1 5pt 1.2pt 4 3pt -1.4pt

②王晏,I凛輪付寺通正化手栞
のうち「縦覧点検・医療情報と
の突合」を実施する保険者の割
合

基準値 実績値 目標値

前年度 18年度 19年度 20年度 21年度 221「1に 23年度

68.90% 7350■ 集計中
年度ごとの目標値 106.60% 集計中

③介護施設・地域介護拠点の
利用者数

基準値 実績値 目標値

前年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
898千人 945千人 989千人 1,026千人 1,000千人 前年度以上

年度ごとの目標値 105.20% 1∝ 70% 103.70喘 103.31%

④介護療養病床数

基準位 実績値 目標値
前年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 29年度

120千床 109千床 99千床 90千床 83千床 0床

年度ごとの目標値 90千床 72千床 48千床 24千床

⑤介饉サービス情報の公表事
業所数

基準値 実績値 目標値

前年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
93,530 112,171 215,717 243,458 集計中 前年度以上

年度ごとの目標値 119.90% 192.30“ 112.競 集計中

⑥認知症サポーター数違威率

基準値 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 26年度
168千人 448f人 928fA 1,662千人 2,403TA 400万人

年度ごとの目標値 4.20“ 11.2畔 23.20% 41.00% 61.58%
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関運漱,(石配横票サイトから横素できます)URL:用ぃ〃ぃ脚山OureLmhにpJp/houreノ
。指標①は、要介餞認定等に係る認定調査結果等報告による(老健局老人保健課調べ)。達成率は、要介護認
定に係る一次判定から二次判定における軽三度変更率の地域差の縮小率。
・指枷②は、介護給付適正化推進運動実施状況 調査結果による。・指枷②は、介護給付適正化推進運動実施状況 調査結果による。

増饂蹴誕覇実こ築紺鸞棚嚇製駆詣備魂蹴烏
・指標⑤は、介護サービスを提供している事業所のうち、都道府県の指定情報公表センターのホームページに
おいて、サービス情報の公表をわ ている事業所数(老健局振興課調べ)。
・指標⑥は、厚生労働省「認知症を知り地域をつくる」キャンペーン 認知症サポーター100万人キャラバンより
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モニタリング結果報告書

高齢者の介護予防・健康づくりを推進し、生きがいづくり及び社会参加を促進する(施策中目標 Ⅳ-5-2)

本施策は、次の施策小目標を柱に実施しています。           ~

朧求目籍3懲露薯常生曇ち監壁讐票熾 駐3腎霧動を支二すること

肇      :i言饉
また、介護保険制度の円滑な実施の観点から、被保険者が要介護状態となることを予防するとともに、要介護
状態となつた場合においても、可能な限り、地域において自立した生活を営むことができるよう支援するため、平

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項)高齢者日常生活支援等推進費:高齢者の介護予防・健康づくり等に必要な経費(一部)
(項)介護保険制度運営推進費:介護保険制度の適切な運営等に必要な経費 (―部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(百万円)

当初予算(a) 50,971 70,798 71.145 72,908 67.027

補正予算 (b) -5,044 -4,100 …5.674

繰越し等 (c) 0 0

合計 (a+bttc) 56,975 65,754 67,045 07,234 67,027

執行額(百万円、d) 40,756 60,973 63,089 04.316

執行率(%、 d/● +b+c)) 321% 0411

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・記載箇所)

①二次予防事業参加者の状態
の改善率

年度ごとの日根値

・指標①は、介餞予防事業報告による(老健局老人
/― houreLmh!w
べ )。
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モニタリング結果報告書

公的年金制度の信頼を確保するため、公的年金制度の適正な事業運営を図る(施策中目採Ⅳ-6-2)

本施策は、次の施策小日様を柱に実施しています。
(施策小日標1)年金記録問題の解決に向けた取組を着実に進めること
〈施策小日標2)公的年金制度の適正な事業運営を回ること

黎[菫禦 凛 辮 盤 臨:鮮瞳 脇職 朧鋼 臨醒 彗

;諏蝙 輝曽覆郵莉 ::醐聯 勒
【根拠法令等】
0日本年金機構法(平成19年法律第109号)
0日本年金機構中期目根〈期間:平成22年 1月 1日 ～平成20年3月 31日 )等

本施策は、予算書(22年度)の以下の項に対応しています。
(項 )業務取扱費
(項 )社会保険オンラインシステム費
(項)日本年金機構運営費

区分 21年度 22年度 23年度
24年度
要求薇

予算の
状況
(千円)

当初予算 (a) 433)355,886 447,468,343 451,260,040

補正予算 (b) 48,672,390 0 1,317.685

繰越し等 (c) 27,581,733 7,411,234

合計(a+b+c) 509,010,559 454,879,577 452,577,751

執行額(千円、d) 438,707.101 435,389,852

熱行率 (%、 d/G+b+c)) 86.1% 95.7■

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要 ,“載苗所)
'野177通常国会 施政方針演説
。第177通常日会 大臣所信表明

・平属23年 1月 24日
・平成23年 2月 23日

・年立配難問題の解消に全力を尽くす。
・年金記録同目に対しては、紙台帳とコ
ンピュ→ 記録の突合せ、ねんきんネッ
トの発案等により取組みを進める。

解明を進めるため、日本
年金機構による各種サン
ル田査等の実施に当
たつて連携を図るととも
に、その結果を善に新た
金記録回復基準の検
討を行いました。

年金記録回復委員会のご
審醸もいただきながら、平
年4月 に脱退手当金

1基準を策定する
未解明事案につ

の検討を行いました。

について実
態解明を進
めるため、
各種サンプ
ル調査等を
実施します。

年度ごとの日標値
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吻

キ旨標2
基礎年金番号に未統合になっ
ている記録の統合や解明の状

況

基準値 実績値 目標値
21年度 22年度 23年度

日本年金機構が「ねんき
ん特別便」等の回答に係
る記録確認作業を進める
に当たって、連携を図ると
ともに、必要な指導等を行
いました。

日本年金機構が「ねんき
ん特別便」等の回答に係
る記録確認作業を進める
に当たって、連携を図ると
ともに、必要な指導等を行
いました。

:ねんきん特
別便J牛の
回答に係る
記録確認作
業や紙台帳
等とコン
ピュータ記
録の突合せ
を引き続き
実施するこ
とにより、解
明・統合を進
めます

^

年度ごとの目標値
「ねんきん特別便」等の回
答に係る記録確認作業を
進めます。

指標3
受給者・加入者の年金記録の
確認の状況

基準値 実績値 目標値

21年度 22年度 23年度

受給者・加入者の年金記
録について、日本年金機
構が「ねんきん特別便」等
により確認作業を行うに当
たって、連携を図るととも
に、必要な指導等を行い
ました。

受給者・加入者の年金記
録について、日本年金機
構が「ねんきん特別使」等
により確認作業を行うに当
たつて、連携を図るととも
に、必要な指導等を行い
ました。

・受給者・加
入者の年金
記録につい
て、「ねんき
ん特別便」
等による確
認作業を行
う。
・未回答者・

未送達の方
への対応と
して、「ねん
きん定期便」
や住民基本
台帳ネット
ワーク等を
活用して勧
奨・再送付を
行います。

年度ごとの目標値

受給者・加入者の年金記
録について、「ねんきん特
別便」等による確認作業を
行います。

指標4
紙台帳検索システムによるコン
ピユーター記録と紙台帳の突合

せの状況

基準値 実寵燿値 目標値
21年度 22年度 23年度

日本年金機構が平成22年
度中に紙台帳検索システ
ムを構築するための準備
作業を行うに当たつて、連
携を図るとともに、必要な
指導等を行いました。

突合せ作業は、日本年金
機構との連携の下、平成
22年 10月より中央記録突
合センターにおいて作業
を開始した後、順次拡大
し、平成23年 1月からは全
国29箇所に設置したすべ

ての記録突合センターで
作業を実施しています。

平成25年度
までの全件
照合を念願
に、年齢の
高い受給者
から順次突
合せを行うと
ともに、新規
裁定者の実
合せについ
て、受給者
に係る進捗
状況、サン
プル調査の
結果等を踏
まえ、平成2
3年秋以降
の実施を検
討します。

年度ごとの目裸値

平成22年度中に紙台帳検
索システムを構築し、当族
システムを用いて、紙台帳
等とコンピュータ記録との
突合せを、優先順位をつ
けた上で効率的に実施
し、一期4年で全件照合し
ます。
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測定指標

指標5
年金記録の訂正や再裁定後の
年金の支給の処理状況

基準値 実績値 目標値

21年度 22年度 23年度

年金記録の統合状況等に
応じて、日本年金機構が
再裁定の迅速な処理を行
うための体制の整備を進
めるに当たつて、連携を図
るとともに、必要な指導等
を行いました。

年金記録の統合状況等に
応じて、日本年金機構が
再裁定の迅速な処理を行
うための体制の整備を進
めるに当たつて、連携を図
るとともに、必要な指導等
を行いました。

年金記録の
統合状況等
に応じて、再
裁定の迅速
な処理を行
います。

年度ごとの目標値

年金記録の統合状況等に
応して、再裁定の迅速な
処理を行うための体制を
整備します

^

指標6
標準報酬等の遡及訂工事案に
ついての実態解明や記録回復

の状況

基準値 実績い 目標値

21年度 22年度 23年度

日本年金機構が一定の条
件を満たす場合における
年金事務所段階での記録
回復を進めるに当たって、
連携を図るとともに、必要
な指導等を行いました。

日本年金機構が一定の条
件を満たす場合における
年金事務所段階での記録
回復を進めるに当たつて、
連携を図るとともに、必要
な指導等を行いました。

一定の条件
を満たす場
合には年金
事務所段階
での記録回
復を進めま
す。

年度ごとの目標値
一定の条件を満たす場合
には年金事務所段階での
記録回復を進めます。

指標7
ねんきん定期便や「ねんきん
ネット」による加入者情報の提

供の状況

基準値 実浄賣値 目標値

21年度 22年度 23年度

日本年金機構において、
「ねんきん定期便」の実施
や、自分の年金記録を常
に確認可能とする仕組み
の構築を進めるに当たっ
て、連携を図りながら、必
要な指導等を行いました。

「ねんきん定期便」の送付
や「ねんきんネットJのサー
ビスの開始に当たつて、日
本年金機構と連携を図リ
ながら、必要な指導等を
行いました。

ねんきん定
期便を送付
するほか、
「ねんきん
ネット」の充
実を図りま
す。

年度ごとの目標値

「ねんきん定期便」を実施
するほか、自分の年金記
録を常に確認可能とする
仕組みを構築します。

指標8
厚生年金基金記録との実合せ

の状況

基準値 実績値 目裸値

21年度 22年度 23年度
日本年金機構に対して、
第2次審査の取扱いを通
知し、第2次審査を開始す
るとともに、日本年金機構
において、第1次審査及び
第2次審査を行うに当たつ
て、厚生年金基金等とも
宙ヽ爆ふ回ιlナ

“
くユ ,ス重チ「

厚生年金基
金等との連
携を図りな
がら、第1次
審査及び第
2次審査を
進めます。

年度ごとの目標値

指標9
基礎年金番号の重複付番の解
消及び発生防止の状況

基準値 実董籠値 目裸値

21年度 22年度 23年度

日本年金機構において、
基礎年金番号の重複付番
の解消に向けて、年3回
(6月 、10月 、2月 )機械的
に氏名、性別、生年月日
及び住所の4項目が一致
する者を抽出するに当
たつて、連携を図りなが
ら、必要な指導等を行いま
した。

・定期的に、
氏名、性別、
生年月日及
び住所の4
項目が一致
する者を抽
出し、確認
のうえ重複
付番を解消
します。
・重複付番
の新規発生
の防止及び
既発生分の
解消のため
のシステム
開発等の準
備作業を進
めます。

年度ごとの日標値 :A_



指標10
国民年金の適用の状況

基準籠 実績値 目標位

21年度 22年度 23年度

20歳到達者について、日
本年

るな
ど、国民年
進するに当たつて、
図るとともに、
等を行いました。

20歳到違者について、日
本年金機構が職権による
適用事務を実施するな
ど、国民年金の適用を促
進するに当たつて、連携を
図るとともに、必要な指導
等を行いました。

20歳到連者
について職
権による適
用事務を実
施するなど、
国民年金の
適用を促進
します。

年度ごとの目標値

20歳到達者について職権
による適用事務を実施す
るなど、国民年金の適用
を促進します。

指標11
厚生年金保険等の適用の状況

基準値 実1責値 目標値

21年度 22年度 23年度

重点的加入指導等につい
て、日本年金機構が一定
の未適用事業所に対して
呼出や肪間による指導を
実施するに当たって、連携
を図るとともに、必要な指
導等を行いました。

重点的加入指導等につい
て、日本年金機構が一定
の未適用事業所に対して
呼出や訪間による指導を
実施するに当たつて、連携
を図るとともに、必要な指
導等を行いました。

重点的加入
指導等につ
いて、できる
だけ早い時
期に平成18
年度の実績
水準の回復
を目指しま
す。

年度ごとの目標値

重点的加入指導等につい
て、できるだけ早い時期に
平成18年度の実績水準め
回復を目指します。

指標12
国民年金の納付率の状況

基準値 実績値 目標値
21年度 22年度 23年度

日本年金機構が国民年金
保険料の未納期間を有す
る者に対する納付督励等
を行う:こ当たつて、連携を
回るとともに、必要な指導
等を行いました。

日本年金機構が国民年金
保険料の未納期間を有す
る者に対する納付督励等
を行うに当たって、連携を
回るとともに、必要な指導
等を行いました。

低下傾向に
歯止めをか
け、回復させ
ます。

年度ごとの目標値
低下傾向に歯止めをか
け、回復させます。

指標13
厚生年金保険等の徹収の状況

基準位 実劇瞳値 目標値

21年度 22年度 23年度

日本年金機構が各事業所
に対する口座攘替による
保険料納付を促進するに
当たつて、連携を図るとと
もに、必要な指導等を行
いました。

日本年金機構が各事業所
に対する口座撮書による
保険料納付を促遣するに
当たって、連携を回るとと
もに、必要な指導等を行
いました。

厚生年金保
険等の保険
料収納に係
る口座撮書
実施率が前
年度の当餞
率と同等以
上の水準を
確保します。

年度ごとの目標値

厚生年全保険年の保険料
収納に係る口座撮書実施
率が前年度の当醸率と同
等以上の水準を確保しま
す。
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指標14
年金給付事務の所要日数の目
標 (サービススタンダード)の違

成の状況

基準値 実績値 目標値

21年度 22年度 23年度

日本年金機構が、年金請
求書を受け付けてから、
迅速な年金額の決定や支
払に取り組むに当たって、
連携を図るとともに、必要
な指導等を行いました。

日本年金機構が、年金請
求書を受け付けてから、
迅速な年金額の決定や支
払に取り組むに当たって、
連携を図るとともに、必要
な指導等を行いました。

毎年度の選
成率が前年
度の当骸率
と同等以上
の水準を確
保するととも
に、設定した
サービスス
タンダードに
ついて、最
終年度にお
いて当該達
成率を90%
以上としま

年度ごとの目標値

毎年度の達成率が前年度
の当該率と同等以上の水
準を確保するとともに、設
定したサービススタンダー
ドについて、最終年度にお
いて当該達成率を90%以
上とします。

キ旨標15
年金相談の実施状況

基準値 実績値 目標値

21年度 22年度 23年度

日本年金機構が待ち時間
短縮のための取組を進め
るに当たって、連携を図る
とともに、必要な指導等を
行いました。

日本年金機構が待ち時間
短縮のための取組を進め
るに当たって、連携を図る
とともに、必要な指導等を
行いました。

待ち時間短
縮のための
取組を進め
ます。

年度ごとの目標値 待ち時間短縮のための取
組を進めます。

指標16
お客様の声を反映したサービス
改善策の実施の状況

基準値 実績値 目標値

21年度 22年度 23年度

各年金事務所に「ご意見
箱Jを設置するなど、日本
年金機構が具体的なサー
ビス改善の取組を進める
に当たつて、連携を図ると
ともに、必要な指導等を行
いました。

各年金事務所に「ご意見
箱」を設置するなど、日本
年金機構が具体的なサー
ビス改善の取組を進める
に当たつて、連携を図ると
ともに、必要な指導等を行
いました。

各年金事務
所に「ご意見
籍」を設置す
るなど、具体
的なサービ
ス改善の取
組を進めま
す。

年度ごとの目標値

各年金事務所に「ご意見
箱」を設置するなど、具体
的なサービス改善の取組
を進めます。

指標17
社会保険関係の主要手続に係
るオンライン利用率

基準値 実瑠燿値 目標値

21年度 22年度 23年度

日本年金機構が電子申El
等による届出の普及促進
を図るに当たつて、連携を
図るとともに、必要な指導
等を行いました。

日本年金機構が電子申請
等による届出の普及促進
を図るに当たつて、連携を
図るとともに、必要な指導
等を行いました。

平成23年度
末において
オンライン利
用率65%を
目指します。

年度ごとの目標値
平成23年度末においてオ
ンライン利用率65%を 目
指します。
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以下の日本年金機構の取組について、連携を回るとともに、必要な指導書を行いました.
・ 指標1:平成22年2月に着手した脱退手当金の支給日前に脱退手当金の計算の基礎とされていない被保険者
間がある期間に係るサンプル調査の結果を平成22年7月を7百百公辰J曇輛ニ
指標2:平成23年3月時点において、「既に統合済みの記録Jは、1,503万件ま¬・ 指標2:平成23年3月時点において、「既に統合済みの記録Jは、1,503万件まで増加し、「一定の解明がなされた
記録」等を除いた「今後、更に解明を進める記録Jは、976万件まで減少しました。
・ 指標4:5月 10日の第25回年金記録回復委員会において、突合せ作業の実施状況及びサシプル調査結果を

.謂拿器事義鵠擢1作:響裏臀3撃番讐器顎圏断ギ撃髪製霧禦撃哭躍曇」こ要する平均処理期耐
について、毎週状況報告を行つております。

.」職ぎfF肥獣 躙 出 鋤 鰹 録のお知ら口 により標準報酬を確認いただく輔 構 剣こ進め
ました。

1器難 墾i盤艦 思霧 黎
｀
1勝濡 1需書翼企濯聾簿橋誦

外で確
いて、基金突合の作業の実施状況結果を公表しておりま

れ組1駆酬鞘肥辮 脚 躙蝸郷観職T:翠育L習卑2月時点でa創臥
(対前年同期比で342人の減少)となっております。       、

露]ぉ
平鴨揚躇瑠臨≒I野富躍群鷺畢誦需盤釧認鏑齢聖為露彗5牲

表ヽしております。                          ~~~~‐
~  ~~~

年金記録に係るコンピュータ記録と紙台根等の実合せについて:

所で実施 (平成23年3月 末現在)

灘#蠍     職棋肥
:器1瑞菫1器踊続騨菫瀞鏡聾隆翼鰐韮よ∫雌][[16T・ 指標14:関連指標としての「老齢厚生年金(加入状況の再確認を要するもの)の達成率」は、平成21年度が
B2.5%、 平成22年度が89.596となつています(日本年金機構の調査等(旧社会保険庁による調査を含む。)による)。
・ 指標15:窓 口の混雑状況及び窓口の混雑予測を年金事務所に掲示するとともに、ホームページに掲載。
また、混雑の分散化を図るため、年金事務所の実情に応じて、予約制による年全相談を312事務所中192事務

事師 鵬 曹
務所及びプロック本部においてお客様の声を収集する仕組みとして、各年金
とともに、「お客様向け文書モニター会議」のモニターの公表等お客様目線で

の文書改善に向けた取組を改善するに当たつて、連携を図るとともに、必要な指導等を行いました。
※平成22年4月から平成23年 3月までに寄せられたご意見等は459件となっております。※平属22年4月から平成23年 3月までに寄せられたご意見等は459件となっております。
・ 指標17:関連指標としての「健康保険・厚生年金被保険者報酬月額算定基礎届」などの主要9手続きにおける
電子申|1利用率 (磁気媒体申請を含む)は、平成21年度が58.896、 平成22年度が60.696となっています。(日本年
金機構の調査等(旧社会保険庁による調査を含む。)による)
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23(Ⅳ-6-

企業年金等の健全な育成を図る(施策中目標Ⅳ-6-3)

本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。
(施策小日標 1)企業年金制度等の健全な育成を図ること

企業年金等 (厚生年金基金、確定給付企業年金、確定拠出年金、国民年金基金)は、国民の老後の生活設計
の柱である公的年金とあいまつて高齢期における所得確保を図るための制度です。
少子高齢化が進展する現在の状況においては、国民の自主的な努力を国として支援することも非常に重要で
あり、国民の老後の所得保障の多様なニーズに応える企業年金等の役割は、今後益々増していくものと考えて
います。このため、日頃から関係者と意見交換を行い、経済情勢や制度の運営状況に応じた制度改善の二―
ズを把握し、制度の健全な育成を図っていく必要があります。

予算書との関係
|1門1111
111111:● :||. 11

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項)企業年金等健全育成費
※平成22年度までは (項)企業年金等普及促進費の一部

本施策に関連し、「退職年金等積立金に対する法人税の課税の停止」を行つています。(～平成26年 3月末ま
で)

φ

'車

■|1行菫等‐

l岬ザ :
||l ll■●:1■・ ■

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の

状況
(千円)

当初予算 (a) 27.192 30,874 24,942 21,806

補正予算 (b) 0 0

繰越し等 (c) 0 0

合計 (a+b+c) 27,192 30,874 24,942 21,806

執行額 (千円、d) 19,564 14.157 14,615

執行率 (%、 d/(a+b+c)) 719% 459% 586%

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分 (概要・記載箇所 )

指標 1
企業年金等の加入者数

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

1.24o万 人 1,329万 人 1,419万人 1,517万人 1,785万 人

年度ごとの目標値 1.539万人 1,667万人

芋旨わ層2
制度改善に係る企画立案状況

基準値 実績値 目標値

21年度 22年度 23年度

年金確保支援法案の
提出

退職年金等積立金に対する法人
税の課税の停止措置の適用期限
延長 (平成23年度税制改正 )

必要な
制度改
正

年度ごとの目標値 必要な制度改正 必要な制度改正

【参考】指標3

実績値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
確定給付企
業年金の加
入者数

430万 人 506万 人 570万人 647万 人 727万人

確定拠出年
金の加入者
数
227万人 280万人 321万人 352万人 384万人

厚生年金基
金の加入員
数
522万人 478万人 466万 人 460万人 451万人

国民年金基
金の加入員
数

69万人 65万人 61万人 58万人

確定給付企
業年金の規
約件数

1940件 3,099+キ 5,008や事 7,40514 10,067件

企業型確定

襦
1,866件 2710件 3,043件 3,301件 3,70514



機鐘詔躙爾翼L器鰯出お出籠愧雛鵠躍ぷ霜露饉 醜畿正す
る法律案(年金確保支援法案)」 (国会提出中)の案文等 URL:                  |
http://― .mh:vLgojp/topics/bukyoku/soumu/houritu/174

金等積立金に対する法人税の課税の停止措置の適用期限延長(平成23年度税制改正大綱)URL:

咄 Ca。・g。」p/20i~cho/eto/2010/ iosFlles/afeidi!e/2010/12/20/22121 6talkou.pdf
確定拠出年金の加入者数及び規約数 URL:
http://www mh!吼 go」p/tOplos/bukyoku/nenkin/nenkin/kyoshutsu/sekou
.h昴 :

厚生年金基金、確定給付企業年金の加入者数 (信託協会・生保協会・JA共済連のHP)URL:httpiノノ
…
もa―

kyosal.求、p/abOut/press_nendo/2011/20110525/1:os/20110525.pdf

国民年金基金の加入員数 URL:Htp=ノノ
…
_npfa・・可

pるigyo/hdex.肺 |
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金等の適正な運営を図る(施策中目標Ⅳ-6-4)

ホ施策は、次の施策小日相を柱に奏施しています。
(施策小日編1)企業年金制鷹等の適正な運営を図ること

撃尉ゝ織 1翡湯需路け
国ヽ民の老後の生活殷針

、老後の所得確保を国る企業年金等については、綸付が確実かつ,

ているにもかかわらず綸付の中■を行つていない方

Sいて未請求者の解消に向けた様 な々取組を柿 ているところですが、厚生労働省としても.
てヽ、確実に年金綸付が行われ、通正な運営が行われるよう、引請 胡 境整備、必要な指導

ていく必要があります。

民年金基金における綸付費負担金】
1年金基金は、国民年金の付加年金相当分をその綸付の中に含んでいるため、付加年金と同様に綸付の一
4分の1)を法令に基づき曰が負担しています。

予算書の以下の項に対応しています。

は(項 )企業年金等普及促進費(一部)

軌行率(96、 d/(a+b+0)

指標1
受綸権者に占める未請求者

の割合

基準住 実績値 目相値

18年度 10年度 20年度 21年度 22年度 毎年度

2●81 210% 10.4囁 175% 前年度
以下

年度ごとの目標値 208■ 21,91 104% 17"

【多考】指標2

実績値

18年度 10年度 20年度 21年度 22年度
企彙年金遭
合会におけ
る余■求書
餞

124.1万人 147.1万人 1433万人 14鶴万人

厚生年金
=金における

未‖求奮餞
13.7万人 144万人 14.6万人 143万人

口長年全薔
金菫合会に
おける朱‖
求者量

2.322A 3ρ62人 2β54人 1,966A

日長年金薔
劇こおける
未‖求者数

印 18人 4β73人 5β17人 4.335人

:卜●'り輌票 Cざ
"′
 υКL:“ゆ′/-60un mhlw“ゎ/hOure′

:URL:httpノ/wwwlnhlw`可 P/topl● ●/buky●ku/nenkin/n●鵬dn/kⅢ
"unenkin Hコ

!

る未請求者数(平成22年0月 30日公表)(企業年金連合会HP)URL:

o/hokoku/fll‐ /press_20100030,dF

年金墓全における未請求者数 (平成21年 0月 1日公表)URL:

民年金基金・国民年金基金連合会の未睛求者敏(平成22年 :2月 15日公表)(国民年金基金・国民年金基金
合会HP)URL:httpノ /ぃ耐Лpfn.0哺1/● hi″o●20:O pdF
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障害者の生活の場、働く場や地域における支援体雨西画面百雨頭翼蒻爾画面ヨ罰飛函醸藁菫覇雨電庭百
『

~
に、自殺対策を推進する.(施策中目標 Ⅳ-7-1)

本施策は、次の施策小日線を柱に実施しています。
(施策小日標1)障害者の地減での日中活動や生活の場における支援を充実すること
(施策小日標2)障害者の一般就労への移行や、障害者の働く場における工賃水準の引き上げを促進すること

障害者の生活の場、働く場や地域における支援体制を整備し、障害者の地域における生活を支援する。
根拠法令 :障害者自立支援法(平成十七年法律第百二十三号)

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。

1暑1鮨言優懲借撃11:漫讐:菫彗曇借需当言[菫露璽
助金

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算(a) 474883.324 524田 3,191 530475,870 000■58,000 663.401205

補正予算(b) 5,053,340 A 10,981.500 0 0 0

繰越し等(c) 12.524070 4,005,101 4,713,411 2,593,793 3,575,269

合計(a+b+o) 492,401,334 510,000,782 544189,231 003ρ52.699 667.036554
執行額(千円、d) 426.644,770 466′52,117 532.500.696 504.382,600

執行率 (%、 d/(a+b+め 86.6% 91.4% 97.9% 98.6%

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・記載箇所)

①福祉施設入所者の地域生活
への移行者数

基準値 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

0.0万人 1.4万人 1.9万人 2.4万人 21万人以上

年度ごとの目標値

②一般就労への年間移行者数

基準値 実績値 目様値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

3.1千人 3.4千人 集計中 集計中 1万人以上
年度ごとの日標値

③グループホーム・ケアホーム
の月間の利用者数

基準値 実績値 目欄値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
3.7万人 4.2万人 48万人 5.0万人 6.3万人 a3万人

年度ごとの目標値 4.5万人 5.3万人 5.0万人 6.8万人

④就労継続支援B型等の平均
工■月額

基準値 実績値 目相値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
12,222H 12,000R 12,587R 12,695円 集計中 師

…

3●‐

年度ごとの日標値

⑤就労移行支援の利用者数

基準値 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 20年度
6.2万人日分 1'1万人日分 200万人自分 305万人自分 集計中

年度ごとの日標値 202万人日分 415万人日分 30.8万人自分 474万人日分

⑥就労継続支援の利用者数
基準位 実績値 目橿値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
104万人自分 ●09万人日分 ,0■ ,万人日, 160万人日分 集計中 ●

"万
人口,日■

年農ごとの目標値 331万人自分 10''万人日分 62,万人日分 103■万人日分 /



― 『 ヽ ―
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戦傷病者、戦没者遺族等に対して、援護年金の支給、療養の給付等の援護を行う(施策中目標Ⅳ-8-1)

本施策は、次の施策小日様を柱に実施しています。
(施策小日標1)戦傷病者戦没者遺族等援護法等に基づく援護を迅速かつ適切に行うこと
(施策小日標2)戦傷病者、戦没者遺族等の経験した戦中・戦後の国民生活上の労苦を後世代に伝えること

昭和27年より、戦傷病着戦没者遺族等援護法に基づき、公務死亡又は傷病を負つた軍人、軍属及び準軍属
に対して、障害年金(一時金を含む)並びにその遺族に対する遺族年金(一時金を含む)、遺族給与金又は弔慰
金の支給を行つているほか、昭和38年より、各種特別

楊甚盛義鶏蒼署К算型
「

慰金支給法に基づき、戦没者
等の遺族等に対して国として特別の慰稽、弔慰のためσ
昭和館は、戦没者遺児を始めとする戦没者遺族が経験した戦中・戦後の国民生活上の労苦に係る歴史的費
料及び歴史的情報を収集し、保存することにより、後世代にその労苦を知る機会を提供することを目的として平
成11年3月に開設された施設です。
しようけい館は、戦傷病者が戦地で体験した労苦並び

踊津螺露裏尋ギ
その妻が
,験
した戦中・戦後の労苦を

後世代に伝えることを目的として平成18年3月に開設さ

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項)遺族及留守家族等援護費(全部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算(a) 45,958,325 42,275,443 37,292,538 32,991,682 28,754,086

補正予算(b) -15653 -11794 -7826 -7065

繰越し等(o) 62204 -121920 3711 89672 77333

合計 (a+b+c) 40,004,876 42,141,729 37,288,423 33,074,289 28,831,419

執行額(千円、d) 42,837,676 40,082.282 35,5111894 31,266.341

―

執行率(%、 d/(a+b+o)) 93% 95% 95% 95■

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・記載箇所)

指標 1
援護年金及び弔慰金について、全受
理件数のうち、請求を受理した後6ヶ
月以内に畿定を行つた件数の割合
(社会・援饉局援饉鰈■べ)

基準値・ 実績値 目標値

69.5% 69.9% 779% 88.2■〈※) 前年度以上

年度ごとの目標値 前年度以上 前年度以上 前年度以上

指標2
昭和館の入館者数 (人 )
(昭和館調べ)

基準値 実績値 日標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
272,215 31■724 270,151 260,579 265,002 前年度以上

年度ごとの目標値 前年度以上 前年度以上 前年度以上 前年度以上 前年度以上

指標3
しょうけい館の人館者数(人 )
(しようけい館調べ)

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
101,599 103,312 130,714 114,514 133.550 前年度以上

年度ごとの目標値 前年度以上 前年度以上 前年度以上 前年度以上 前年度以上 /

り、平を ?年暮Q魏値:Fついて!ま、平成22年度に受け付けた睛求のうち、評価可能たもの(平成22年 12月
までに受付を行つたもの)により算出しています。年度を通しての数値については、平成23年 10月を目途に取
りまとめ予定です。

関連法令(右記検索サイトから検索できます)URL:用ぃ〃hW.e―g●v.goJp/cJ―bin/idxsearch.cei

更あ轟淮 i、ど剰 胤臨調‰鵬 肥Oν
けい館HP URL:‖ぃま■s、 shokeikan.pゎ/
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戦没者の遺骨の帰遺等を行うこと:こより、戦没者遺族を慰藉する(施策中目標Ⅳ-8-2)

本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。
(施策小日標1)戦没者の遺骨の帰還及びDNA鑑定による身元確認を迅速かつ適切に行うこと
(施策小日標2)旧主要戦崚等において、慰霊巡拝、慰霊碑の維持管理等を適切に行うこと

職没者遺藤の慰藉を目的として、戦没者の遺骨の帰還等の迅速かつ適切な実施、慰霊巡拝、慰霊友好親善事
業の着実な実施及び慰霊碑の適切な維持管理等を行います。
・厚生労働省設置法(平成11年法律第97号)          .
。「米国管理地域における戦没者の遺骨の送還慰盤等に関する件」(昭和27年 10月 23日間議了解)
・衆議院海外同胞引損及び遺家族援饉に関する調査特別委員会における海外諸地域等に残存する戦没者遺骨
の収集及び送遺等に関する決議(昭和27年6月 16日 )
率麗策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項)職没者慰霊事業費(全部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算(a) 972,071 973,303 1,039,483 1,402,200 2,233,058

補正予算(b) -345 0 638,304 0

繰越し等(c) 2,700 0 0 -632,004 632,064

合計(a+b+o) 97■779 973,038 1,039,483 1,408,500 2,865,722

執行額 (千円、d) 939,497 952,133 1,005,537 1,184,278

執行率 (96、 d/(a+b+c)) 96% 98% 04%

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要。記載簡所)
第177回国会における菅内閣総理大臣施政
方針演説

平成23年 1月 24日 硫責島遇骨帰還の特命チームは、四年前
に硫責島を訪問して以来、温めてきた構想
でした。国内であるにもかかわらず、硫責
島には今も一万三千柱もの御遺骨力ぐ収容

謳 躍 五壌毒稲 微 彎辮
チームが米国で大量の資料を調べ、御遺
族や関係者の御協力をいただいた結果、
新たな集団埋葬地を見付けることができま
した。

指標1
慰霊巡拝参加者のうち、「満足し
た」、「やや満足したJと答える者

の割合
(社会・援霞局扱饉企口鰈外事壼■べ)

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

91% 9096以上

年度ごとの目標値 9096以上

指標2
遺骨収容数

〈社会・援饉局援餞企口躍外事菫田べ)

基準値 実績値 日標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

640 700 2,038 8,965 0,007 検討中

年度ごとの目標値
過去5年間
の平均収害
敏以上

過去5年間
の平均収客
数以上

過去5年間
の平均収害
数以上

過去5年同
の平均収害
破以上

過去5年間
の平均収審
数以上

指標3
慰霊巡拝の実施数

(社会・援醸局援饉企画課外事室ロベ)

基準値 実績値 目標位

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

10 14 12 14
過云 5年間
の平均実
施鐘以上

年度ごとの日標値
過去5年間
の平均実施
数以上

過去5年間
の平均実施
欧以上 『̈ｍ

過去5年間
の平均実施
数以上

過去5年間
の平均実施
数以上

指標4
慰霊碑の維持管理等実施数
(社会・援饉局援饉企画課外事室■ぺ)

基準値 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

21 23 24 25 26
過去6年間
の平均実
施畿以上

年度ごとの日標値
過去5年間
の平均実施
致以上

過去5年間
の平均実施
数以上

過去5年間
の平均実施
数以上 『̈無

過去5年間
の平均実施
数以上



【参考】遺骨帰還事業の実施数
〈回)

実績値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
27 23 44 51

【参考】慰霊巡拝参加遺族数(人 )

実績値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
345 366 352 441

URLhttμ //mMMmhiw.goJp/bunya/engo/
ための特命チ=ム uRLhttpノ/w鼎.kantd.gojpん p/Jn」んoutou/

URL:http:/i、、mhi‐gojp/seisakuん igyo siwake/dけ V3/4598.pdf
http://― mhi‖gojp/seisaku/iimρ_siwake/dl rv3/460o.pdf
http:〃― .m‖ w.g●Jp/Sebakuん igyQJwake/dl_rv3/461a.pdf
http:〃岬 .mhlw.go」p/sebaku/iigyo_siwako/dl rv3/402a pdf
http://― .mhLgoJp/seisakuん igyqsh"ke/dl w3/463a pdf
httpプ /、

“
Л
".mh"嗅
gojp/seLaku/iigyo_siwake/d!ry3/464a.pdf
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モニタリング結果報告書

中国残留邦人等の円滑な帰国を促進するとともに、永住帰国者の自立を支援する(施策中目標V二8-3)

本施策は、次の施策小日様を柱に実施しています。
(施策小日標1)中国残留邦人等の円滑な帰国及び自立を支援すること

中国残留邦人等の永住帰国後の自立の支援に関する法律(平成6年法律第30号 )に基づき、中国残留邦人等
の円滑な帰国を推進するとともに、永住帰国した者の自立の支援を行うことを目的として、帰国援護、受入れ、定
着。自立援護を行います。

不施策は、予算書の以下の項に対応してい
(項)中国残留邦人等支援事業費 (全部)

24年度要求額

当初予算(a)

補正予算 (b)

繰越し等 (c)

合計 (a+b+o) 2,149,317

執行額 (千円、d) 7,715,251

執行率 (%、 d/(a+b+c))

施政方針演説等の名称 関係部分 (概要・記載箇所)

地域生活支援事業の自治体の実施率
(実施自治体数/中国残留邦人等が
居住する自治体数)(%)

(社会・援護局援饉企画課中国孤児等
対策室調ぺ)

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

925 集計中 前年度以上

年度ごとの目標値 前年度以上 前年度以上

支援給付実地監査実施割合(支援給
付実地監査実施数/支援給付実施監
査対象自治体数)(%)

(社会・援護局援眼企画課中国孤児等
対策室調べ)

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

18.5

年度ごとの目標値 25“

支援・相談員等の配置割合(配置自治
体数/支援綸付を受給する中国残留
邦人等が居住する自治体敗)(%)
(社会・援餞局援饉企画課中国孤児等

対策室調べ)

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

908 949 集計中 前年度以上

年度ごとの目標値 前年度以上 前年度以上

【参考】中国残留邦人等の帰日世帯数
(世帯) 18」 19` 20」 21」 12」

30

【参考】自立指導員の派遣回数(回 ) 18J 20` 21」
847 7063 3.178

【参考】中国帰日者自立研修センター
通所者数(人 ) 181 19」 20 21」

863 408

【参考】中国帰日者支援・交流センター
における日本語教室の受講者数(人 ) 18」 19J 201 21

155 19219 28 29306

関連法令 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関
30号 )
(右記検索サイトから検索できます)URL:httpプ /hw.e―gov go」 p/C」―bhんdXsearch o」
中国残留邦人等への援護 URLhttpブ/_mhlw gojP/bunya/engo/se‖ o02/
中国残留邦人等実態調査 URL:httpノ/― .m‖吼gojp/tOukeノ‖st/101029-01 html
関連事業の行政事業レビューシート uRL:htt,//www.m‖ w gojp/sebaku/iigyo siwake/d!rv3/421a,pdf

http:〃― .mhlw go」
p/SeLakuん igyo_siwake/dl rv3/466a pdf

httpノ/― mhiw go」 p/s● isaku/Jigyo_siwake/d:rv3/407a pdf
httpノ/― .mhlwgojp/setakuttigyo_smake/di rv3/468a pdF
http://― mh:w go」 p/seisaku/ilttγ qsiwake/dLrv3/469a pdf



モニタリング結果報告書

旧陸海軍に関する人事資料を適切に整備保管すること及び旧陸海軍に関する思給請求書を適切に進達する
(施策中目標Ⅳ-8-4)
本拒策は、次の施策小日裸を柱に実施しています。
(施策小日標1)旧陸海軍に関する人事資料の内容を充実させ、適切に保管すること
(施策小日標2)旧陸海軍に関する思給請求書の進違を迅速かつ適切に行うこと

公文書等の管理に関する法律(平成21年法律第66号)及び関連規程に基づき、旧陸海軍から引き継いだ人
事関係資料を適切に整備保管するものです。
思給給与細則(昭和28年総理府令第07号)により、思給を請求する者は厚生労働省を経由して総務省人事・
思給局に思給請求関係書類を提出することとされており、請求書類の経由庁として迅速かつ適切に処理を行う
ものです。

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。        ~~
(項 )思給進達等実施費:思給推達及び人事資料の保管等に必要な経費(全部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算 (a) 245,292 247,276 29Q201 360,127 300,478

補正予算(b) 0 0 0

繰越し等(c) 0 0 0

合計 (a+b十 o) 245,292 247,270 200,201 360,127 300,478

執行額〈千円、d) 216.281 233:084 286,236 350,115

執行率(%、 d/Ca+b+c)) ●
０
●
０ 94% 971

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・記載笛所)

指標 1
旧睦海軍に関する人事関係資料
のうち海軍履歴原表等約750万件
のうちデータベース化したものの

割合 (96)
(社会 ,援饉局業務課調べ)

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

103 21.4 32.2 5Q3 70.0 100

年度ごとの目標値 50 70

IB標2
ロシア政府関係機関より入手した
旧ソ連抑日者登録カード約70万
枚のお データベース化したもの

の割合(%)
(社会・援饉局業務課調べ)

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

50.0 1000 100

年度ごとの目標値 50 100

指標3
思綸請求書を受付後1.5ケ月以
内に総務省に遣連した割合(%)
(社会。撮霞局業務課調べ)

基準位 実績値 目標饉
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

07.0 mo loao 100.0 10臥0 100

年度ごとの日欄値 1∞ 100 1∞ 1∞ 100

帽椰4
旧瞳海軍軍人軍属に係る資料の
田童及び履歴E明を受付後概ね

基準値 実績億 目欅仁

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
3ヶ月以内に処理した割合(%)
(社会・援餞局業務課田べ)

90.5 100.0 100.0 前年度以上

年度ごとの日標値 前年度以上 前年度以上

URL:http://:。 L●―gov.gOjp/‖hn!data/S23/S28F03101000007.htm:
URL:出中ノ′帥 .mh"呟

`。

Jp/Seisaku/iigyo_3M日 ke/dl_w3/472● .pdf
URL:hup:ノ/w嘔耐性mhh“np/seisak“ 4igyoriwake/dけ

"/474o.pdF



モニタリング結果報告書

福祉サービスを支える人材養成、利用者保護等の基盤整備を図る(施策中目裸Ⅳ-9-1)

本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。
(施策小日標1)質の高い福祉サービスを提供する為の基盤を整備すること

人口減少社会を迎え、将来的な労働力人口の減少が見込まれる一方、介護が必要となる高齢者の増加が見込ま
れています。そのため、質の高い介護人材を安定的に確保することが重要な課題となつています。
このような観点から、若い人材の福祉・介餞分野への多入を促進し、その定着を図るため、就学資金貸付事業を
実施し‐ 燎九 この事蜘よ社会福祉士及び介護福祉士養成施設導

電雰量 求臨 轟 翼鶏豊 瀾墜奢警付を行い、卒業後に5年間介護等の業務に従事すれば遮
す。

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項 )地域福祉推進費 (一部)
(大事項)地域社会におけるセーフティネット機能の整備等に必要な経費
(目 )セーフティネット支援対策等事業費補助金

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)
※金額は
すべて内

当初予算(a) 18,000,000 19,500,000 21,000,000 24,000,000 ,n nnn nan

補正予算(b) 31,300,000 111,353,880 0 25,076,553

繰越し等 (c) 0 0 0 0

合計 (a+b+c) 10,000,000 50,800,000 132,353,880 24,000,000 45,676.553
執行額 (千円、d) 16,042,000

`o intt nnn
131,519,000 2■ 195,278

執行率(%、 d/(a+b+● )) 891% 975% 99.4% 96.6%

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分 (概要・記載箇所)

指標 1
介餞福祉士就業者数

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

357,909 414,149 476,240 530,574 集計中 前年度以上

年度ごとの日標値  ・ 前年度以上 前年度以上 前年度以上 前年度以上 前年度以上

指標2
社会福祉士就業者数

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
20,481 22,534 24,308 24,224 集計中 前年度以上

年度ごとの目標値 前年度以上 前年度以上 前年度以上 前年度以上 前年度以上

(通知)介護福祉士等修学資金の貸付けについて(平成5年5月 31日厚生省社援発1“号)
(通知)介雄福祉士等修学資金貸付制度の運営についてく平成5年5月 31日社援施第69号 )
URL:httpノ/― hourei.mhlw.g● 」,/hourei/

社会・援護局  圏■開睡霧理目饉□□福祉基盤課長 定塚 由美子           平成23年 6月 27日 l
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災害時の被災者等に対し適切な支援を実施する(施策中目標Ⅳ-9-2)

本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。
(施策小日標1)災害に際し応急的な支援を実施すること

災害救助法(昭和22年法律第118号)により、国は災害に対して、地方公共団体、日本赤十字社その他の団体
及び国民の協力の下に、応急的に、必要な救助を行い、被災者の保護と社会の秩序の保全を図ることとされて
います。

本亜策は、予算書の以下の項に対応しています。          ~~~~
(項)災害救助法等に必要な経費(一部)

「災害救助法」に基づき、都道府県が支弁する応急救助費の一部負担

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算 (a) 201,500 201,500 201,500 201.500 201,500

補正予算(b) 8.264,296 109,987 242,934 0 50,329,752

繰越し等(o) 0 0 30,200,010 302,584,031

合計(a+b+c) 8,465,796 311,487 444,434 30,401,510 413,115,283

執行額〈千円、d) 6,981,866 292,470 407,494 30,401.509

執行率(%、 d/(a+b+c)) 82.47% 93.89% 91.69% 100.00%

年月日 関係部分(概要・記載箇所)

指標 1

災害が発生又は発生するおそ
れが生じ、災害救助法が適用さ
れた場合における避難所の設

置 ‖ :9    ,

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

100 100 100 100

年度ごとの目様値 1∞.∝ 100.0% 1000嚇

指標2
被害が発生してから避難所が
設置されるまでの時間

基準値 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

集計中
年度ごとの日様値

/― hOurei.mhhι goJp/cai―binたdocinme cgi?MODE=hourei&DMODE=00NTENT
RMAL&KEYWORD=&EFSNO=1573

社会・援護局総務課
災害救助・救援対策
室長
中井川 臓

平成23年 7月 14日
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労働保険適用促進及び労働保険料等の適正徴収を図ること(施策中目標V-2-1)
本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。
(施策小日標1)未手続事業の解消を図ること

晏I11::I:Fし
鞘聞 蠍 網 躙 蹴製 1弊庸 お織 網 詭 患幣芋艦

鐵 魃 聯 勒 鱚 鰊 Im鼈
本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項 )業務取扱費:労働保険適用徴収業務に必要な経費(一部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の

状況
(千円 )

当初予算(a) 1,503,541 1,476,597 1,386,344 1,227,025 1,446,774 精査中

補正予算(b)

繰越し等 (c)

合計 (a+b+o) 1,503,541 1,476,597 1,386,344 1,227,025 1,446,774

執行額 (千円、d)

執行率(%、 d/(a+b+c))

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・配載箇所)

指標 1
労働保険料収納率

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

97.92 9764 97.50 9699 17■7

(4月 末暫定■) 前年度以上

年度ごとの目標値 前年度以上 前年度以上前年度以上前年度以上 前年度以上

指標2
未手続事業―掃対策により労
働保険に加入した事業場数

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

41,383 41,400 37,297 44,022 卿“
前年度以上

年度ごとの日標値 前年度以上

関連法令(右記検索サイトから検索できます)URL:httpノカa‖ o―g●′gttp/hmttata/S44/S44H0084 htm!
労働保険適用徴収状況等の概況 URL:httpノ /― mhLgoJp//tOukeノ ‖St/rOudouhOken.html
省内事業仕分け URL:httpノ/― .mHwgoJpttigyqshiwake/
関連事業の行政事業レビューシート uRL:http//― mhlw.goJp/soに aku/iigyo_JWake/rv3 html
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モニタリング結果報告書

国際機関の活動へ参加・協力し、国際社会に貢献する(施策中目標Ⅵ-3-1)

本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。
(施策小日標1)国際労働機関が行うディーセント・ワーク(働きがいのある人間らしい仕事)実現のための

事業等に対して協力すること
(施策小日標2)世界保健機関等が行う技術協力事業に対して協力すること
く施策小日標3)経済協力開発機構が行う研究・分析事業に対して協力すること

【アジア太平洋地域技能就業能力計画】
アジア太平洋地域技能就業能力計画に対して、拠出金の拠出を行うことにより、本計画の設立目的である「アジ
ア太平洋地域における職業訓練に関する専門的知識、経験、資材・施設等を相互に活用した職業部1練分野で

製 職 鵬 乳 懇 撚 黎
聴 及び技能の水準の向上、雇用の拡大

“

て 雌
ヒ設置法第4条第109号)

【世界保健機関等拠出金事業】
世界離 機関鯛Hのや国齢 同エイズ計画o躙 D9摯

摯h種類 畿 晶 蜘 匙 離 饉における諸課題への取組を強化することを目的としてい
済社会理事会決議1994/24第12条 (UNAIDS))

【経済協力開発機構拠出金事業】
経済協力開発機構による世界経済の主要国の雇用労働・社会問題・保健医療分野の様々な課題に関する多
角的・総合的な研究・分析を通じて、日本の雇用労働・社会保障政策等の改善を図ることを目的としています。
(OECD予算規則第20条第1項 )

譜酪編潟躍翼慇譜ヒ職鶴 担金等の支欄こ必要な経費栓詢
国際分担金等の支払に必要な経費(一部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算(a) 1,609,240 1,019,999 2,016,885 1,507,358 1,777,840 精査中

補正予算(b) 0 0

繰越し等(c) 0 0 0

合計(attb十 o) 1,699,240 1,819,999 2,016,885 1,507,358 1,777.840

執行額 (千円、d) 1,699,230 11072,500 2,016,385 1,567,350

執行率(%、 d/(a+b+め 100X 92% 10酬 10研

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・記載箇所)
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指標1
アジア太平洋地域技能就業能
力計画(SK‖ iS―AP)のセミ
ナー参加者が自分の所属機関
等においてセミナーの成果を政
策や事業等何らかの形で活用
した割合

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

85出 10酬 88% 1剛 集針中 80%

年度ごとの日標値

指標2
主な流行性疾患への備えと対
応のために、国家準備計画と標
準的作業手順が設置された日
の数

基準値 実績値 目欄値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

139ヵ国 141ヵ国 165カ国

年度ごとの目標値 135ヵロ /
出 3

日連合同エイズ計画くUNAIDS)
による支援を受け、エイズ治療
とケアサービスを拡大した目の
数

基準位 実績饉 目標饉

10年度 10年度 20年度 21年度 22年度 23年度

71カロ 78カ国

年度ごとの日標値

指標4
0ECD事業実施報告における厚
生労働省が拠出した事業の質
に対する各国評価平均

基準値 実績値 日標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

3.50 4.00 402 子●
"年
女
=予
童 子
… ・

,電 3.00

年度ごとの目標饉 3.00 3.00 3.00 3.00 3m

・アジア太平洋地城技能就彙能力計口(SKILLS―AP)ワークショップの多加者の所属機関(各国能力開発行政
機関)による評価結果(ワークショップで得られた知議・スキルを新しい制度の導入、既存の制度の運営等に活
用できたか)
・関連事業の行政事業レビューシート
:http://www.mhMた goJp/Seisakuttigyo_siwake/du～ 3/558o.pdf

0指標2について

琳晏田階鵬昇袈躙町配通置二募当計
評価報告書等

:http://…mhttgoJp/3● iSakuる鮨vQriwako/dl_rv3/552o.pdf

0指標31こついて
・UNAIDS活動モニタリング報告書2010
'関連事業の行政事業レビューシート
:hJゅ〃― .mh鳳g●

jp/sdsakuん iⅣOFiWake/dl_rv3/552o.pdF

:陥け■■
…
、mh!吼 g・Jp/seisaku/iigyoriwakO/dl_rv3/554apdf

・OECD事業実施報告 (PIR PrO"mme Ⅲp賂mentation Repottng)
DECD加盟目がOECDの事業の「質J(Oudity)を 1～5の5段階で評価した調査報告.2年おきに実施され、平成
21年及び平成22年分は、平n23年に実施する予定。
・OECDの事業年〈層年)と当省予算年度の関係:OECDの事業に対しては、その前年度の当省予算から拠出
(OECDの平成22年 (層年)事業については、当省平成21年度予算から拠出)。
・関連事業の行政事業レビューシート

く注)「アジア太平洋地域技能就業能力計画(SK:LL― AP)Jについては、職彙能力開発局海外協力課長 福澤 義行
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モニタリング結果報告書

二日間等の国際協力を推進する(施策中目標Ⅵ-3-2)

本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。
(施策小日標1)開発途上国の人材養成事業等に対して協力すること

8盤腎F肥
い
や
AヽSEAN13(日・中・韓)保健大臣会合及び社会福祉大臣会合を支える事業として

【技能実習制度推進事業】

譜雛繭 自翻″殿船舷墓蟄(_ml
(項)若年者等職業能力開発支援費:若年者等に対する職業能力開発の支援に必要な経費(一部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算(a) 420,080 587,749 551,160 450,294 417,537 精査中
補正予算(b) 0 -534 -635 -1,807 0

繰越し等 (o) 0 0 0 0 0

合計(a+b+c) 420,086 587,215 550,531 448,487 417,537

執行額 (千円、d) 422,295 532,962 519,421 442,397

執行率 (%、 d/(a+b+c)) へ   91% 94“ 90%

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分〈概要・記載箇所)
【ASEAN。 日本社会保障ハイレベル会合開
催事業】第174回国会における内閣総理大
臣所信表明演説 (菅総理)

【ASEAN。 日本社会保
障ハイレベル会合開
催事業】平成22年6月
11日

明 。

指標 1
アンケート評価の平均値
ASEAN。日本社会保障ハイレベ
ル会合開催事業参加者へのア
ンケート調査において「会合が
有効だつたJとする割合

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

4.1/5点中 4.4/5点中 4.2/5点中 4.6/5点中 46/5点中

年度ごとの日標値 4.1/5点 中 4.4/5点中 4.2/5点中

指標2
技能実留修了認定を受けた技
能実習生の割合

基準位 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
93% 94 91% 88% 92% 75%

年度ごとの目標値 95“ 95% 95% 0016 90%

【●考】指標3
技能実習生受入れ企業・団体
に対する巡回指導件数(実績/
達成水準)

実績値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
申
"件
ん酬 a:||●/aは疇 11.:7● ●/1●lm●

'Q“
哺′1●|||●

"304/11071●
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URL:http:■■s、 mOfa.pJp/mOfai/gaikO/● da/seisaku/talkou/pdfs/tako.pdf
・国連ミレニアム開発目標(MDGs)
URL:h個ぃ://WWW.mOfa.pjp/md同 /Fiko/●da/dOukou/mdg3.肺 :
・リヨンサミット(1906年 6月 27～ 29日開催)

・世界福祉構想
出mOf●.goJp/m。同 /Fik●/summυlyon/hdexhtml

URL: Ⅲ ノ/mm“ mOfa.goJp/mOfai/gaik● /oda/shiryo/hakusy● /04 hakush● /ODA2004/htm:/chu/h● 02054.htm
。厚生労働分野における新成長戦略
URL: http://― .mhl吼 go」p/stF/houdou/2r985200000077m9.htm!
・ハイレベル会合結果概要

糧霧御出麗挫聖り聖伊“
Jttmuん
"m/

:http://― ,mh肛 g●Jp/60iSak,“ igyo_3iWake/d回 /559a.pdF

・出入国管理及び難民認定法
URL:http■

=ヽ
amo―p●gOJp/htm:data/S20/S26SE319.晰 !

・技能実習制度推進事業運営基本方針

Y肛 毀 解 牌 霧 躙 ∠円
J/d°C/b可ン田00■ OMOuapJ

URL:http://…

“

hlw.go」 p/seisaku/iigyoFiwake/dl_rv3/940a.pdf

(注 )「技能実習制度推進事業」については、職業能力開発局海外協力課外国人研修推進室長 森戸 和美
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モニタリング結果報告書

感染症の発生・まん延を防止する(施策中目標Ⅳ-3-4)

朧雛翻撃需書霧翼蘊
(施策小日標3)結核患者罹患率の推移
(施策小日標4)肝疾患診療連携拠点病院の設置都道府県数

鯨装駆躍臨竜雲販ほ為
言
生持防

。医療のために各種措置を取ることが‐ る、

0予防接種法(昭和23年法令第68号)により、

鶉薗辮聯勒欄lttTT
森醇庸屋菫驚瓶尾昇勤Fの

日こ対応しo吼

佃[:il哺
雑麟費
舅 瘍 撫 I桓詢

(項)・・・・・…検疫所業務等実施費 :検疲業務等に必要な経費

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(干円)

当初予算(a) 27,07■ 928 25,600,031 3Q226,203 26.099,370 調整中
補正予算(b) 37,865,241 20,719,696 108,530,131 0

繰越し等(o) 0 aら 員o4●An 231553,514 7,135

合計(a+b+c) 6■94L169 91,914.095 162,315,908 ,A onA`n嗚 調整中
執行額(千円、d) 32,922,076 57,004,664 139015,315

執行率(%、 d/(a+b+o)) 50.7% 62.0% 85.6%

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・記載簡所)

指標 1
感染症指定医療機関充足率

基準値 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 231F

02.77 映_2% 860% 90.4■ 集計中
年度ごとの目標値 おおむね10011 おおむね10o96 おおむね100% おお0わ10011 おお0ね 10011

揖標2
予防接種の接種率
(麻しん。風しん)

ん

ん

じ

し

麻

風

基準値 目細

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 231F

87.0“ 045% 86.9% 86.0% 集計中 おおむね0896

89.31 9401 86.01 87.0% 集計中
年度ごとの目標値 おおむね00% おおむね9896 おおむね9o96

指標3
結核患者罹患率の推移

基準値 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 23年

20.6 19.8 19.4 19 集計中 人口10万人対
比16人以下

年度ごとの目標値 18 18

指標4
肝疾患診療遭携拠点病院の設
置都道府県数

基準値 実績値       ~~ 日欅値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 23年度

3 45 40 47
`7椰
道府県

年度ごとの目標値
―●

47 47 47 47 47



感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律URL:mぃ〃hLe―g・v.pjp/c魔
bin/idxs● !●ctcgi?:DX_OP卜1&H NAM卜 %8a%b4%90粕関踊8儲o7%82%co197%5o%96%6881H_NAME YOM卜 ■82%aO&比N
0_GEN00=H&H_NO_YEA卜&H N01WPE=2&H_NO_NO=&H_同 LE_NAME=H10H0114&H_RYAKU=1&H_CTO=1&HY
OMLGUNEl&H_CTO_GUN=1
予防接種法 URL:http://1ate― g●v.gO昴/・ま

0ロト18H NAME■ 97獅c%96%68麗 0%da%8emed&H NAMLYOM卜

“

2‰081H NO_GENG酬
_YEAR■野tNO」TYPE=28H_NO_NOE&HLttLE_NAME=S23H0068&比RYAKUヒ 1&H_CTG=laH YOMLGUN=1&
_GUN=1

(注)肝炎対策関連については、健康局疾病対策課肝炎対策推進室長 神ノ田昌博
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モニタリング結果報告書

希少疾病ワクチン・抗毒素の国家備蓄を行うとともに、各種ワクチンの需要に応じた安定供給を図ること。(施策
中日標Ⅳ-3-5)

繭増:lil:    星と

秒 疾病ワクチン抗毒素眠 極めて市場側こ乏u喘
鰤 機 謝 季鼈需責ホ:需離 辮曇皇T釈諮せlいまギF観咽親D織量の備

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項)重要医薬品供給確保対策費:重要医薬品の供給確保に必要な経費(一部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算(a) 44,067 47,351 58,748 58,843 58,843

補正予算(b)

繰越し等(c)

合計(a+b+c) 44,007 47,351 58,748 58,843 58,843

執行額(千円、d) 42,058 嶋、705 57,744 50,275

執行率(%、 d/(a+bttc)) 954% 94.4% 99.0%

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・記載箇所)

指標 1
希少疾病ワクチン・抗毒素の都
道府県からの申請に基づく需要
量に占める供給量の割合(単

位 :96)
イl ooo6以 卜/年生産ヽ

基準値 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

10喘 100% 10鮒 lα〕% 100% 100%

年度ごとの日標値 lCXンL 100% 10研 100L 100%
IE標2

インフルエンザワクチンの需要
量に占める供給可能量の割合

(単位 :%)

基準値 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
134.1% 1130% 110.0% 118.7% 1000%

年度ごとの日標値 100% 100X 10喘 l uDl

【掲標1,考続計】
希少疾病ワクチン・抗毒素等の
購入計画に占める実際の購入
量の割合(%)

実績値

17年度 18年度 19年度 2o年度 21年度 22年度 23年度
100% 10研 1∞% 100% 100% 100X

【指標2参考統計】
インフルエンザワクチン需要検
討会開催(年 1回/毎年度)

実績値

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
1 1 1 1 1

1年度は、ワクチン菫壼彙者は好覆インフ′じエレザ rA/Hl Nlヽ ロカ■｀………T……″―………′″―′…濡 籠琶域層トあつたことから、通常のインフルエンザワクチンの供給は前年度実績の約1
ら供給量が決まってし〕たたり,]詈予測を実施しなかった。また、指標2●呂雛 動織 麟 蹴 驚議淵臨

補計の職四年自こおいても、
1かつた。

インフルエンザワクチン需要検討会会議資料

医昼食品局            血液対策課長 三宅智 騰薇藉電目闘目田田腱1平成23年 6月 0日 i
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モニタリング結果報告書

電子政府実現に向けて基盤を整備する(施策中目標 Ⅵ-3-6)

本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。
(施策小日標1)全体最適をめざした業務・システム最適化を推進すること

話麗層肥鼎紺購鼎i3署卿榎爾扉覇麗顧藝夢褒夏
めることとされた。
当省においては、上記方針に基づき、「厚生労働省ネット

3環鰹堪鯉賠て「 菅!塁裏為討
回12005年 (平成17年)5

月27日厚生労働省行政情報化推進会議決定)を策定し、

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項)厚生労働本省共通費(一部)

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求額

予算の
状況
(千円)

当初予算(a) 139,314 165,009 132,454 134,023 491,467

補正予算(b) 0 0 0 0

繰越し等(c) 0 0 0 0

合計〈a+b+o) 130,314 165,009 132,454 134,023 491,467

執行額(千円、d) 118,125 153,389 110,154 83,303

執行率(%、 d/(a+b+o)) 34.8% 929% 87.7% 61.9%

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分(概要・記載箇所)

指標 1
削減経費 (ネットワークの統合)

(単位 :千円)

基準値 実績値 目標値

10年度 19年度 20年度 21年度 22年度 24年度

909,700

年度ごとの目標値

信標2
肖1減経費(中核的LANシステム

の更改)
(単位 :千円)

基準値 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 24年度

22,800 22,800 22,800 ▲ 200,805 ▲ 203,349 221800

年度ごとの目標値 22,800 22,800 22,800 22,300 22,000

指標3
削減業務処理時間
(単位 :時間)

基準位 実績値 目標値
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 24年度
2,250 2,250 2,25( 2250 2,250 2,250

年度ごとの日採値 2,250 2250 2,250 21250 2,250

電子政府構築計画」(平成15年 7月 17日各府省情報化統括責任者(C10)連絡会議決定後、平成16年0月 14日 ―

/― .kantd g●Jpるp/Jn」 /it2/cb/daЮ/9siryou2 pdf(IT戦 略本部ホームページ)

轟鶴測 鬱璽蘭騒圏鋼国緊 口鵬研m"口mmm“饉団囲日闊園國■闘 松原億和室長                ~ ~
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医療を始めとする社会保障分野
た検討に参画する(施策中目標

こ、社会保障・税に関わる番号制度の実現に向け

(施策小日標1)医療のlT化を推進すること
(施策小日標2)医療を始めとする社会保障分野全体の情報化・標準化を推進するとともに、社会保障・税に
関わる番号制度の実現に向けた検討に参画する。

8撃3賢層J諄11鴨1距薯誕I議鷺変聖し年緊急プラン～呼t21年4月■戦略本的
Oi」apan戦略2015(平 成21年 7月 :「F戦略本部)
0重点計画2008(平成20年3月 :rr戦略本部)
0医療・健康・介護・福祉分野の情報化グランドデザイン(平成19年3月 :厚生労働省)
0「保健医療分野の情報化にむけてのグランドデザイン」(平成13年 12月 :厚生労働省)

8躊たな幅覇霊糟織奪議憾II習繁贅課鳳現撃野撃P路略本部)
9理鷺亀ξ

障・税に関わる番号制度 中間とりまとめ」(平成22年6月 :社会保障・税に関わる番号制度に関す

0「社会保障・税に関わる番号制度 中間整理J(平成22年 12月 :政府・与党社会保障改革検討本部)
0「社会保障。税に関わる番号制度 基本方針」(平成23年 1月 :政府・与党社会保障改革検討本部)
0「社会保障・税番号要綱」(平成23年4月 :社会保障・税に関わる番号制度に関する実務検討会)

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
(項 )医療情報化等推進費 (一部)

当初予算 (a)

補正予算(b)

合ll(attbttc)

執行額〈千円、d)

執行率 (%、 d/(a+b+o))

合計(a+b+o)

執行額 (千円、d)

執行率 (%、 dバa+b+c))

関係部分(概要・記載簡所)

指標1
統合系医療情報システム(オーダリち4房覇謂ふ」£薯電子

基準値 実績値 目標値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
31.7%

年度ごとの目標饉
1,■』薔薇2

敏台系医療情報システム(オーダリン
グシステム、統合的電子カルテ等)の

普及率
′_“ 轟 血 nハ由

=il.、

実績値        ~
17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
72" 82.4■

【参考】指標3
地域診療情報連携推進費補助

実績数

~   
実績値

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
6 9 24

押Цp://… e―statgojp/SG1/estat/GL08020101.do?■ OGL08020101_athtCodcョ DttXЮ 1030908
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